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 心停止事故が発生した場合、救急車到着を待っていたのでは 9％の者しか救命できないが、救急車

到着までに心肺蘇生を行い、更にＡＥＤを使用することで、半数以上の救命が可能になるとされる（公

益財団法人日本ＡＥＤ財団のウェブサイトから）。 

学校保健安全法（昭和 33 年法律第 56 号）では、学校設置者は、児童生徒等に危害が生じた場合に

適切に対処できるよう、学校の設備や管理運営体制の整備充実に努めるとされ、文部科学省が全国の

国公私立の学校（幼稚園、小学校、中学校、高等学校等）を調査した結果によると、平成 27年度末に

は 90％以上の学校にＡＥＤが設置(予定を含む。)されている。 

しかし、公益財団法人日本学校保健会の調査報告書(平成 30年 3月)によると、いまだに、学校管理

下において心肺蘇生やＡＥＤの装着が行われず、児童生徒が死亡するケースがあるとされ、学校現場

では、救命活動が必ずしも適切に行われていない状況がうかがえる。 

一方、一般財団法人日本救急医療財団が策定した「ＡＥＤの適正配置に関するガイドライン」（平

成 30年補訂版）によると、ＡＥＤがあったにもかかわらず、使用されない事例があり、心停止例の救

命率を向上させるためには、従来以上に心肺蘇生講習会を積極的に展開し、ＡＥＤを用いた心肺蘇生

を行うことができる人材を増やす必要があるとされている。 

今回、当局は、子供の命を守る観点から、学校において、「ＡＥＤが迅速・確実に使える配置・状態

となっているか」、「教職員等が連携して迅速・適切に救命活動を行えるか」について調査した。併せ

て、誰もがＡＥＤを使用できる社会を推進する観点から、「児童生徒等が救命活動に関する知識や方

法を学んでいるか」についても調査した。 

調査に当たっては、当局職員が管内の 3 府県（大阪府、兵庫県及び奈良県）に所在する国公立学校

21校に出向き、ＡＥＤの配置場所と心停止発生リスクの高い施設との位置関係等を現認するとともに、

教職員による救命活動体制の現状や課題についてヒアリングしたほか、実際に学校で心停止事故が発

生して救命活動を行った教員から当時の状況を聴取した。 

本報告書は、これらの調査結果に基づき、課題や工夫している取組を取りまとめたものであり、学

校における救命活動体制の整備や、誰もがＡＥＤを使用できる社会の推進の一助となれば幸いである。 

最後に、本調査には、上記の学校のほか、大阪府、兵庫県及び奈良県内に所在する 3国立大学法人、

8教育委員会、本件に造詣が深い京都大学の石見 拓 教授、金沢大学の太田 邦雄 准教授、兵庫県立尼

崎総合医療センターの西内 辰也 ＥＲ総合診療科部長のほか、特定非営利活動法人大阪ライフサポー

ト協会にも御協力をいただいた。この場をお借りして感謝申し上げる。 

 

 

令 和 2 年 3 月 

近畿管区行政評価局長 清水 正博 

 

 

※ ＡＥＤ：自動体外式除細動器（Automated External Defibrillator） 

 心室細動（心臓が細かく震え、血液を送り出せなくなる不整脈）の際、

自動的に心臓の動きを解析し、必要な場合に電気的なショック（除細動）

を与え、心臓の働きを戻す医療機器 
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第 1 調査の目的等 

 

 1 目的 

   この調査は、学校におけるＡＥＤ(自動体外式除細動器)の設置状況、救命活動に関する研修・

訓練及び知識や技能の普及の状況等を調査し、児童生徒等の安全確保と、誰もがＡＥＤを使用可

能な社会の推進に資するため実施するものである。 

 

 2 対象機関 

 （1）学校設置者（11機関） 

① 国立大学法人（大阪教育大学、神戸大学、奈良女子大学） 

② 教育委員会（大阪府、兵庫県及び奈良県内の教育委員会 8機関） 

  

（2）学校（21校） 

① 国立大学附属学校（6校） 

大阪教育大学附属池田小学校、平野中学校 

神戸大学附属小学校、中等教育学校 

     奈良女子大学附属小学校、中等教育学校 

   ② 国立高等専門学校（2校） 

明石工業高等専門学校、奈良工業高等専門学校 

     ③ 公立学校（13校） 

大阪府、兵庫県及び奈良県内の小学校 5校、中学校 5校、高等学校 3校 

 

※ 一部の調査項目については、19校（国立大学附属学校（6校）、国立高等専門学校

（2 校）、公立学校（11校））とした。 

 

(3) 関係団体等 

 ① 有識者（五十音順・敬称略） 

石見  拓 （京都大学環境安全保健機構健康管理部門／附属健康科学センター 部門長・教授）

太田 邦雄（金沢大学医薬保健研究域 医学教育研究センター 准教授） 

西内 辰也 (兵庫県立尼崎総合医療センター ＥＲ総合診療科部長) 

     ②  関係団体 

特定非営利活動法人大阪ライフサポート協会 

 

 3 担当部局 

   近畿管区行政評価局 

 

 4 調査実施期間 

   令和元年 10月～2年 3月 
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（注）本報告書では、対象機関の名称について、以下のとおり略称で記載している。 

 

対象機関 機関名 略 称 

学校設置者 

国立大学法人大阪教育大学 大教大 

国立大学法人神戸大学 神大 

国立大学法人奈良女子大学 奈女大 

都道府県教育委員会 

市町村教育委員会 
教委 

学 校 

大阪教育大学附属池田小学校 大教大池田小 

大阪教育大学附属平野中学校 大教大平野中 

神戸大学附属小学校 神大附属小 

神戸大学附属中等教育学校 神大中等校 

奈良女子大学附属小学校 奈女大附属小 

奈良女子大学附属中等教育学校 奈女大中等校 

独立行政法人国立高等専門学校機構 

明石工業高等専門学校 
明石高専 

独立行政法人国立高等専門学校機構 

奈良工業高等専門学校 
奈良高専 
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第 2 調査結果 

1 学校におけるＡＥＤの使用状況等 

 調査結果 図表番号 

【制度の概要等】 

（1）心臓突然死の発生状況 

   日本では、年間約 7.9 万人（1 日約 200 人）が心臓突然死で命を失っており、

学校（小学校、中学校、高等学校、高等専門学校及び特別支援学校）では、平成

26年度から 30年度までに 50人の児童生徒、学生が心臓突然死している(公益財団

法人日本ＡＥＤ財団の資料及び独立行政法人日本スポーツ振興センターの「学校の管理下の災

害」による。)。 

 

（2）ＡＥＤの効果 

公益財団法人日本ＡＥＤ財団の資料によると、心停止事故が発生した場合、Ａ

ＥＤによる電気ショックが 1分遅れるごとに救命率が 10％ずつ低下し、救急車到

着（119 番通報から平均 8.7 分）を待っていたのでは 9％の者しか救命できない

が、救急車到着までに心肺蘇生を行うことで 2倍、更にＡＥＤを使用することで

半数以上の救命が可能になるとされている。 

 

（3）学校におけるＡＥＤの使用状況等 

① 公益財団法人日本学校保健会の「学校における心肺蘇生とＡＥＤに関する調

査報告書」（平成 30 年 3月）によると、平成 24年度から 28年度までに、公立

学校（小学校、中学校、高等学校、義務教育学校、中等教育学校及び特別支援

学校）では、670 校（726人）でＡＥＤのパッドが貼られ、249校（250人）で

ＡＥＤの電気ショックボタンが押されるなど、「児童生徒の心停止は、まれなケ

ースではない。」とされる。 

② 一般社団法人日本循環器学会ＡＥＤ検討委員会の「提言  学校での心臓突然

死ゼロを目指して」（平成27年1月）では、「学校内へのＡＥＤ設置が進展し、

不測に生じた生徒の心停止から救命される事例が増えつつある。その一方で、

ＡＥＤが設置されていたにもかかわらず、それが適切に使われずに失われた命

も少なくない。」、「一般に若者ほど心停止からの救命率が高いことが知られ

ているが、心停止の瞬間が目撃されやすく、周囲に人手も多い学校内において

も、周到な準備、日ごろからの訓練、緊急時の連携体制などの整備によってさ

らに高い救命率が期待できる。」とされている。 

 

【調査の結果】 

当局が学校設置者 11 機関及び学校 21 校を対象に、ＡＥＤの使用状況及び救命活

動の実施状況を調査したところ、以下のような状況がみられた。 

 

（1）救命活動の実施状況等 

調査対象とした学校設置者及び学校が把握していた平成 28 年度以降のＡＥＤ
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の使用件数は 17 件で、うち電気ショックが行われたのは 10件であった。 

当局では、児童生徒へのＡＥＤ使用事例（電気ショックあり）を 5件（4校）抽

出し、学校における救命活動の状況を調査した。 

当該 5 件の心停止事故は、いずれも体育の授業など運動中に発生しており、児

童生徒が倒れた後、救急車到着までに、複数の教職員等が連携して、主に、以下の

ような行動をとっていた。 

 ○ 倒れた児童生徒の意識や呼吸、脈拍の確認 

○ 養護教諭等の教職員への応援要請 

○ 119番通報 

○ ＡＥＤの要請及び事故現場への運搬 

○ 心肺蘇生、ＡＥＤによる電気ショック 

 

上記事故で救命活動を行った教員にヒアリングしたところ、以下のとおり、①

マニュアル及びシミュレーション訓練、②複数の教職員等による連携、③現場か

らの 119番通報、④ＡＥＤの適正な配置、⑤心肺蘇生やＡＥＤの使用に関する研

修の重要性に言及する意見が聴かれた。 

≪マニュアル及びシミュレーション訓練≫ 

事前に取り決めていなかったため、周りにいた児童生徒を事故現場から移

動させる必要があることに気付くまでに時間を要した。平時からシミュレー

ション訓練を実施しておくことが必要 

 

≪複数の教職員等による連携≫ 

○ 事故現場に多数の教職員がいたため、動揺することなく対応できた。複

数の教職員が連携して役割分担することにより迅速に対応できた。 

○ プールに設置された内線電話で、迅速に応援要請ができ、多くの教職員

で対応できた。 

○ 児童生徒が事故の発生を伝えに来るケースでは、状況を的確に説明でき

ないことも想定されるため、事故の状況を的確に説明できるよう児童生徒

に教えることが必要 

○ 当初は事故状況が十分に分からず、ＡＥＤを持たずに事故現場に向かっ

たが、児童生徒が倒れた場合、まずはＡＥＤを持って現場に向かうことが

必要 

 

≪現場からの 119 番通報≫ 

○ 管理職の判断を待たず、教員が 119 番通報可能としていたため、迅速に

通報できた。 

○ 携帯電話があったため、事故現場から迅速に 119 番通報できた。通報後

も状況をリアルタイムで消防署に説明でき、また、消防署からの指示も救

助者にすぐに伝えることができた。 

 

 

 

 

 

図表 1-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1-3 
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（2）事故を踏まえた改善措置 

上記 4校及びその学校設置者の中には、心停止事故を踏まえ、次のような改善

措置を講じている例がみられた。 

① 学校 

・ 事故対応のマニュアルを見直すとともに、シミュレーション訓練を実施 

・ 保健体育科教員は、体育の授業に自主的に携帯電話（私物）を携行 

・ ＡＥＤを増設 

・ 全ての教員に心肺蘇生及びＡＥＤの使用に関する研修を実施 

② 学校設置者 

  ・ 全ての小学校及び中学校において、順次シミュレーション訓練を実施 

・ 管内の学校にＡＥＤを 1台増設 

・ 学校の教職員向けポータルサイトに、事故の概要、救命できたポイント（的

確な役割分担により連携して対応したこと等）、事故後の改善措置を掲載 

 

 

上記のとおり、学校管理下において、児童生徒の心停止事故がまれなケースとは言

えず、ＡＥＤが適切に使用されずに失われた命も少なくないとされていることを踏

まえ、学校は、自校においても心停止事故が起こり得るものであると認識し、迅速か

つ適切に救命活動を行えるよう、平時から備えておくことが重要と考えられる。 

 

項目 2 以降では、上述した救命活動の状況や教員の意見も参考にして、①ＡＥＤ

が迅速・確実に使える配置・状態となっているか（ＡＥＤの配置場所、維持管理等）、

②教職員等が連携して迅速・適切に救命活動を行えるか（危機管理マニュアル、シミ

ュレーション訓練、教員に対する心肺蘇生やＡＥＤの使用に関する研修）等の観点か

ら、調査、取りまとめを行った。 

≪ＡＥＤの適正な配置≫ 

○ ＡＥＤを事故現場（プール）に移動させていたため、迅速に使用できた。 

○ ＡＥＤの配置場所が誰もが分かりやすい場所であったため、迅速に取り

に行くことができた。 

 

≪心肺蘇生やＡＥＤの使用に関する研修≫ 

○ 事故前に研修を受講していたため、自信を持って対応できた。 

○ 研修を受講して、死戦期呼吸について理解していたため、正常な呼吸が

できていないことが判断できた。 

○ 研修を受講して、電気ショックの要否はＡＥＤが判断すると知っていた

ため、ためらわずに電気ショックのボタンを押せた。 

○ 研修を受講した経験が少なく、ＡＥＤの使用に自信がなかったため、そ

ばにいた養護教諭に任せた。ためらわずにＡＥＤを使用するためには、研

修を繰り返し受講しておくことが重要と感じた。 
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2 ＡＥＤが迅速・確実に使える配置・状態となっているか 

（1）ＡＥＤの配置場所 

調査結果 図表番号 

【制度の概要等】 

「第 2 次学校安全の推進に関する計画」（平成 29年 3月 24日閣議決定。以下「第

2 次学校安全推進計画」という。）では、ＡＥＤは非常時に有効に活用できなければな

らないことから、複数配置を含む設置場所の適正化が必要とされている。 

一般財団法人日本救急医療財団（以下「日本救急医療財団」という。）は、ＡＥＤ

の設置や配置場所に関する基準等を示した「ＡＥＤの適正配置に関するガイドライ

ン」（以下「ガイドライン」という。）を平成 25 年 9 月に策定（30 年 12 月に補訂）

しており、厚生労働省は、文部科学省に通知文書※を発出してガイドラインを情報提

供し、学校等に周知するよう依頼している。 

 

※ 自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の適正配置に関するガイドラインの補訂について

（令和元年 5月 17日付け医政発 0517第 12号文部科学省大臣官房長宛て厚生労働省

医政局長通知） 

 

ガイドラインでは、ＡＥＤの配置場所について、以下の点などを考慮するよう求め

ている。 

○ 心停止のリスクがある場所（運動場や体育館等）の近くへの配置 

○ 現場から片道 1分以内※の場所への配置 

○ 24 時間誰もがアクセスできること（鍵をかけない、常に使用できる人がいる

など） 

 

※ 「ＡＥＤの具体的設置・配置基準に関する提言」(日本循環器学会ＡＥＤ検討委員

会、日本心臓財団)では、①心停止から長くても 5分以内の除細動が必要、②目撃後

2分以内にＡＥＤの必要性を認知し、ＡＥＤ到着後 1分で電気ショックをすると仮定

すれば、心停止の現場から片道 1分以内の場所へのＡＥＤの配置が必要（時速 9kmの

速歩が可能と想定すれば、1分で 150m到達）としている。 

 

【調査の結果】 

 当局が学校設置者 11 機関及び学校 21 校を対象として、ＡＥＤの設置台数及び配

置場所を調査したところ、以下のような状況がみられた。 

 

ア 学校のＡＥＤ設置台数 

調査した学校設置者11機関が把握する各学校（1,616校）のＡＥＤ設置台数をみ

ると、全ての学校にＡＥＤが設置されており、1台設置校が76.6％、複数台設置校

が23.4％であった。複数台設置校は、小学校が7.9％、中学校が16.6％であるのに

対し、高等学校は73.6％と高くなっており、学校設置者は、「高等学校は、小学校

や中学校と比べて、生徒数が多く敷地面積が広いこと、部活動で激しい運動を行い

心停止発生リスクが高いこと、工業科など多様な学科があり授業中にも当該リスク

 

図表 2-1 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-2 
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図表 2-4 
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があることなどが考えられる。」などとしている。 

また、調査した 21校をみると、1台設置が 9校（小学校 6校、中学校 3校）、複

数台設置が 12 校（小学校 2校、中学校 3 校、高等学校 3校、中等教育学校 2校、

高等専門学校 2校）であり、調査した学校設置者は、少なくとも 1台を各学校に配

備し、2台目以降は、学校が独自に調達したり、ＰＴＡの寄付等によるものとなっ

ていた。 

なお、文部科学省が全国の国公私立の学校（小学校、中学校、高等学校、中等教

育学校、特別支援学校及び幼稚園等）を調査した結果によると、平成27年度末時点

でＡＥＤを設置又は設置予定としている学校が93.9％となっている。 

 

イ ＡＥＤの配置場所 

（ア）ＡＥＤの配置場所に関する有識者の意見 

   当局がヒアリングした有識者から「学校がＡＥＤの配置場所を決定するに当た

っては、心停止の発生確率を考慮することが重要である。学校での心停止事故の

8割は、運動関連で発生しており、このほか心臓疾患を有する児童生徒について

も考慮する必要がある。」との意見が聴かれた。 

 

（イ）ガイドラインの把握状況 

調査した学校設置者 11機関は、いずれも、文部科学省等からガイドライン（平

成 30年補訂版）の周知はなかったとしており、9機関（81.8％）は、ガイドライ

ンを承知していなかった。残りの 2機関（奈女大、1教委）は、独自にガイドラ

インを把握して学校に周知し、ＡＥＤの配置の参考にするよう指導していた。 

また、調査した 21 校のうち、ガイドラインを承知していたのは 3 校（神大中

等校、奈女大中等校、公立 1 校）で、残りの 18 校（85.7％）は承知していなか

った。 

 

（ウ）調査した 21校におけるＡＥＤの配置場所 

① 1台設置の 9校をみると、7校は、職員室（同室前の廊下を含む。）に配置し

ていた。このうち 5校は、児童生徒がＡＥＤを取りに行くこととはしておらず

（児童生徒は、心停止事故の発生を教職員に連絡）、教職員がＡＥＤを運搬す

る想定であった。 

② 複数台設置の 12 校をみると、9 校は、少なくとも 1 台を体育館に配置して

いた。また、高等学校、中等教育学校及び高等専門学校（7校）では、職員室

への配置はなく、全校が玄関に、6校が体育館に配置しており、これらの学校

は、教職員に加え、生徒や学生もＡＥＤを運搬する想定であった。 

③ 7校は、屋外にＡＥＤを配置しており、「ＡＥＤの配置施設（校舎や体育館等）

が施錠された後、児童生徒に心停止事故が発生しても対応できるものとし

た。」、「夜間休日に学校施設利用者がＡＥＤを使用できるようにした。」などと

している。 

 

 

図表 2-5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-5 

(再掲) 
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（エ）配置場所の見直しの余地がある事例 

   調査した21校のうち、15校はＡＥＤの配置場所の決定理由を不明とし、ガイド

ラインを踏まえて配置したとする学校は、2校（神大中等校、奈女大中等校）で

あった。 

当局は、ガイドラインに基づく次の点を踏まえ、21校のＡＥＤ全台について、

配置場所と発生リスクが高いとされる運動施設との距離や位置関係等を学校関

係者とともに現地調査した。 

○ 心停止発生リスクが高いと想定した場所の近くに配置しているか。 

○ ＡＥＤを運搬すると想定した者が、迅速に取りに行ける場所であるか。 

○ 児童生徒、学生の在校中は、常に使用できるものとなっているか。 

 その結果、2校において、次のとおり、ＡＥＤの運搬・使用に時間を要するお

それがある事例がみられた。なお、当該 2校は、いずれもガイドラインを承知し

ていなかった。 

 

① 学校敷地内でＡＥＤの配置場所が偏っているため、最寄りのＡＥＤから運

動施設まで約 300ｍ離れており、ＡＥＤの運搬に片道 1分以上要するとみら

れるもの（奈良高専） 

② ＡＥＤの配置施設（体育館）が施錠された際に、その近くにある運動施設

で心停止事故があった場合、体育館を解錠するか、離れた場所にあるＡＥＤ

を使用しなければならないもの（明石高専） 

 

   一方で、ＡＥＤの配置について、次のとおり工夫している取組がみられた。 

① ＡＥＤの配置場所がガイドラインに沿ったものとなるよう、ⅰ）校内全ての

場所からＡＥＤまで 1 分以内に到達できるか走って計測し配置場所を変更、

ⅱ）職員室や体育教官室は、教職員が不在となる際に施錠されるため、同室内

にあったＡＥＤの配置場所を校舎及び体育館の玄関（屋内）に変更（神大中等

校） 

② 施設の施錠後も使用できるよう、ＡＥＤを体育館の外壁、校舎の玄関など、

屋外に配置（大教大平野中、奈女大中等校、明石高専、奈良高専、公立 3校） 

 

 

上記調査結果のとおり、調査した学校設置者は、いずれも、文部科学省等からガイ

ドラインの周知はなかったとし、21 校のうち、18 校がガイドラインを承知せず、ガ

イドラインを踏まえてＡＥＤを配置したとする学校は 2校であった。 

上記のＡＥＤの運搬・使用に時間を要するおそれがある事例が生じたのは、当該学

校がガイドラインの内容（心停止発生リスクが高い運動施設近くへのＡＥＤの配置等

を考慮）を承知していないことが一因と考えられ、今回調査した学校以外においても、

ガイドラインを承知していないことにより、同様の事例が生じている可能性がある。 

このため、学校にガイドラインが周知され、学校は、その内容を踏まえた上で、Ａ

ＥＤの配置場所を決定することが望まれる。 
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【所見】 

 したがって、明石高専及び奈良高専は、ＡＥＤの運搬・使用に時間を要することに

より、救命活動が迅速に行えない事態が生じることがないよう、ガイドラインの内容

を踏まえた上で、現在のＡＥＤの配置場所の見直しを検討する必要がある。   
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（2）ＡＥＤの配置場所の掲示及び周知 

調査結果 図表番号 

【制度の概要等】 

心停止事故の発生時は、一刻を争う極限の状態であり、ＡＥＤを運搬する者は、迷

うことなくＡＥＤの配置場所に向かうことが求められる。 

ガイドラインでは、①ＡＥＤは施設の見やすい場所に配置し、位置を表す掲示を設

け、②ＡＥＤ設置施設の全職員がＡＥＤの正確な配置場所を把握しておくよう求めて

いる。 

 

【調査の結果】 

当局が学校設置者 11 機関及び学校 19 校を対象として、ＡＥＤの配置場所の掲示

及び周知の状況を調査したところ、以下のような状況がみられた。 

 

ア  学校設置者による指導状況 

調査した11機関のうち、平成28年度以降、学校に対し、ＡＥＤの配置場所を掲示

するよう指導しているのは4教委（36.4％）、教職員及び児童生徒にＡＥＤの配置場

所を周知するよう指導しているのは3教委（27.3％）であった。 

 

イ 学校におけるＡＥＤ配置場所の掲示及び周知状況 

調査した19校におけるＡＥＤ配置場所の掲示状況及び教職員、児童生徒、学生へ

の周知状況をみると、以下のとおり、ＡＥＤを運搬する者が配置場所を把握できな

いおそれがある事例がみられた。 

 

掲示していない理由について、2校は、「掲示の必要性について認識がなかった。」

としている。 

 

② 教職員にＡＥＤの配置場所を周知していない（3校：明石高専、公立 2校）。 

  周知していない理由について、3校は、①ＡＥＤは分かりやすい場所に配置され

ており、周知の必要性を感じていなかった（2校）、②周知の必要性について認識が

なかった（明石高専）としている。 

 

③ ＡＥＤを運搬することが想定される生徒や学生に対し、 

ⅰ）ＡＥＤの配置場所を周知していない（4校：大教大平野中、奈良高専、公

立 2校） 

ⅱ）教室等に配置している安全管理マニュアルにＡＥＤ配置図を掲載してい

るだけで周知が不十分（明石高専） 

    

① 教職員だけでなく、生徒もＡＥＤを運搬することを想定しているが、ＡＥＤ

の配置場所（事務室、体育教官室）のどの位置にあるかを掲示しておらず分か

りにくい（2校（2台）：大教大平野中、公立 1校）。 

 

 

 

図表 2-3 

（再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-8 
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周知していない理由について、4校は、周知の必要性について認識がなかったと

している。 

 

一方、専用ボックスの設置やステッカーの貼付などにより、ＡＥＤの配置場所を

分かりやすく掲示している取組がみられた(大教大池田小、神大附属小、公立 2校)。 

 

【所見】 

 したがって、大教大、明石高専及び奈良高専は、ＡＥＤを運搬する者がＡＥＤの配

置場所を把握できず、迅速に運搬できない事態が生じないよう、以下の措置を講ずる

必要がある。 

① 大教大は、附属学校に対し、ＡＥＤの配置場所をステッカーの貼付等により分か

りやすく掲示するとともに、生徒に配置場所を周知徹底するよう指導すること。 

② 明石高専は、教職員及び学生に対し、ＡＥＤの配置場所を周知徹底すること。 

奈良高専は、学生に対し、ＡＥＤの配置場所を周知徹底すること。 

 

 

 

図表 2-9 
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（3）ＡＥＤの移動 

調査結果 図表番号 

【制度の概要等】 

校内において、心停止発生リスクが高いとされる運動の場面にＡＥＤを移動させて

おくことで、ＡＥＤをより迅速に使用することが可能になると考えられる。 

また、校外については、文部科学省が作成した「学校の危機管理マニュアル作成の

手引」（平成 30年 2月）では、校外におけるマラソン大会などＡＥＤの使用が想定さ

れる場合は、事前にＡＥＤの設置場所を確認し、必要に応じてＡＥＤを持参すること

が必要とされている。 

 

【調査の結果】 

 当局が学校設置者 11 機関及び学校 19 校を対象として、校内や校外へのＡＥＤの

移動状況を調査したところ、以下のような状況がみられた。 

 

ア 学校設置者による指導状況 

調査した 11 機関のうち、平成 28 年度以降、学校に対し、ＡＥＤを移動させるよ

う指導しているのは、1教委（9.1％）であった。 

 

イ 学校におけるＡＥＤの移動状況 

（ア）校内での移動 

   調査した 19校のうち 13校（68.4％）では、校内でＡＥＤを移動させていた。

水泳の授業や運動会、球技大会など心停止発生リスクの高い運動の場面への移動

であり、ＡＥＤをより迅速に使用できるよう備えたものである。実際に救命活動

を行った教員からは、「水泳の授業の際にＡＥＤをプールに移動させていたため、

迅速にＡＥＤを使用できた。」との意見が聴かれた。 

   一方で、校内でＡＥＤを移動させていない 6校（明石高専、公立 5校）は、①

移動の必要性を感じていなかった（明石高専、公立 4 校）、②移動させてはいけ

ないと考えていた（公立 1校）としている。 

 

（イ）校外への持参 

   ＡＥＤが複数台設置されている 12 校について、校外へのＡＥＤの持参状況を

調査したところ、次のとおり、5校（41.7％）において、校外で心停止事故が発

生した場合に、迅速にＡＥＤを使用できないおそれがある事例がみられた。 

 

校外で心停止発生リスクが高い運動行事等を開催する際に、ＡＥＤを持参し

ておらず、事前に開催場所周辺のＡＥＤの設置状況の確認もしていない（5校：

神大附属小、神大中等校、奈良高専、公立 2校）。 

その理由について、5校は、①持参の必要性を感じていなかった（4校）、②校

外へ持ち出してはいけないと考えていた（1校）としている。 

 

 

 

 

図表 2-10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-11 

 

図表 1-3 

（再掲） 
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一方、マラソン大会、臨海学校、林間学校等を開催する際にＡＥＤを持参して

いる例がみられた（5校）。中には、過去に修学旅行先で心停止事故が発生したこ

とを契機に、ＡＥＤを増設して修学旅行に持参しているケースもあった（1校）。 

 

【所見】 

したがって、神大及び奈良高専は、校外で心停止発生リスクが高い運動行事等を開

催するに当たり、ＡＥＤを迅速に使用できるよう、以下の措置を講ずる必要がある。 

① 神大は、附属学校に対し、事前に開催場所周辺のＡＥＤの設置状況を確認した上

で、必要に応じてＡＥＤを持参するよう指導すること。 

② 奈良高専は、事前に開催場所周辺のＡＥＤの設置状況を確認した上で、必要に応

じてＡＥＤを持参すること。 
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（4）ＡＥＤの維持管理 

 調査結果 図表番号 

【制度の概要等】 

 ＡＥＤは、医薬品、医療機器の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭

和 35 年法律第 145 号）に基づく高度管理医療機器（人の生命に重大な影響を与え

るおそれがあり、適切な管理が必要とされるもの）に指定されており、本体には「耐

用期間」※が、消耗品である電極パッドやバッテリには「使用期限」が設定され、

定期的な更新・交換が必要とされている。 

 

※ 適正な使用環境と維持管理の基に、適切な取り扱いで本来の用途に使用された

場合、その医療機器が設計仕様書に記された機能及び性能を維持し、使用するこ

とができる標準的な使用期限（一般社団法人電子情報技術産業協会） 

 

「第 2次学校安全推進計画」では、ＡＥＤは、非常時に有効に活用できなければ

ならないことから、学校は、定期的な点検・管理を行うことが必要とされている。 

文部科学省は、平成 21年 5月に、学校設置者等に事務連絡文書※（以下「文科省

21年通知」という。）を発出し、ＡＥＤの維持管理として以下の対応を求めている。 

 

※ 「自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の適切な管理等の実施について（注意喚起

及び関係団体への周知依頼）」（平成 21年 5月 29日付け各国公私立大学事務局、

各国公私立高等専門学校事務局、各都道府県・指定都市教育委員会総務課等宛

て文部科学省スポーツ・青少年局学校健康教育課事務連絡） 

 

① ＡＥＤ設置者は、点検担当者を配置し、日常点検等を実施させる。 

② 点検担当者は、以下の事項を行う。 

・ ＡＥＤのインジケータランプにより、ＡＥＤが正常な状態であることを日常

的に確認して記録する。 

・ ＡＥＤ本体等に電極パッド、バッテリの交換時期を記載した表示ラベルを取

り付けて日頃から把握し、適切に交換する。 

 

また、日常点検の頻度については、「ＡＥＤの適切な管理等の実施に係るＱ＆Ａ」

（厚生労働省のウェブサイトに掲載）において、ＡＥＤの取扱説明書に記載された

頻度で実施するとされている。 

なお、耐用期間の管理については、厚生労働省のウェブサイトに、「耐用期間は

ＡＥＤの添付文書、取扱説明書に記載されていますので、必ず確認しておきましょ

う。」と掲載されているが、文科省 21 年通知では言及されていない。 

 

【調査の結果】 

当局が学校設置者 11 機関及び学校 19校を対象として、ＡＥＤの維持管理状況を

調査したところ、以下のような状況がみられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-1 

（再掲） 

図表 2-12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-13 
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ア 学校設置者による指導状況 

調査した 11 機関について、平成 28年度以降の学校へのＡＥＤの維持管理に関

する指導状況をみると、5 機関（大教大、奈女大、3 教委）は指導していなかっ

たが、維持管理に関する要項等を設けているもの（3教委）や文書指導している

もの（神大、2教委）がみられた。 

なお、耐用期間の管理について指導しているのは、1教委（9.1％）であった。 

 

イ 学校におけるＡＥＤの維持管理が不適切な事例 

調査した 19 校に設置されていた計 41台(購入 21台、リース 20台)のＡＥＤを

現地調査したところ、次のとおり、維持管理が不適切な事例がみられた。 

 

① 日常点検が未実施又は不十分（12校 22台） 

ⅰ 点検担当者が定められておらず、日常点検を実施していない（6校 9台：

奈良高専、公立 5校）。 

ⅱ ＡＥＤの取扱説明書で規定された頻度（毎日）で日常点検を実施してい

ない（4校 8台：神大附属小、神大中等校、奈女大附属小、公立 1校）。 

ⅲ 点検担当者の不在時に点検が行われていない（奈女大中等校 2台）。 

ⅳ 日常点検を実施しているが、点検結果を記録していない（公立 2校 3台）。 

上記 12校は、いずれも、文科省 21年通知を承知しておらず、上記事例の発生

原因は、日常点検の必要性や実施頻度等に関する認識が乏しいためと考えられ

る。 

 

上記 3台のうち 2台は、日常点検が未実施であった。超過理由について、学校

は、「使用期限の超過に気付かなかった。」、「リース業者から学校に新しい電極パ

ッドが送付されていたが、交換担当者が交換することを失念していた。」などと

している。 

 

上記 5台のＡＥＤは、いずれも購入されたものであり、リースとは異なり、設

置者である学校又は学校設置者が耐用期間を管理しなければならないものであ

る。 

超過理由について、学校及び学校設置者は、次のとおり説明している。 

ⅰ ＡＥＤに耐用期間があることを知らなかった（明石高専、公立 1校）。 

ⅱ 耐用期間の管理を行っていなかった（公立 1校）。 

ⅲ 大学が附属学校のＡＥＤの耐用期間を管理しているが、同時期に多数のＡ

② 使用期限を超過した消耗品を使用（2校 3台） 

ⅰ バッテリの使用期限を 1か月超過（公立 1校 1台） 

ⅱ 電極パッドの使用期限を 5か月又は 7か月超過（公立 2校 2台） 

③ 耐用期間を超過したＡＥＤを使用（5校 5台：明石高専、神大附属小※、神

大中等校、公立 2校） 

超過期間は、8年 1か月、4 年 8か月※、1年 8か月、1年 5か月、10か月 
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ＥＤを導入したため、耐用期間満了時点での更新が予算的に困難となり、更

新計画等は定めず、可能なものから適宜更新を進めていた。平成 30 年度に

更新計画を策定し、順次更新を進めている（神大附属小、神大中等校）。 

※ 神大附属小のＡＥＤは、調査途中の令和元年 12月に更新済み。 

 

ウ 耐用期間の管理について工夫している取組 

当局が調査したＡＥＤについては、耐用期間は、取扱説明書や保証書に記載さ

れており、ＡＥＤ本体に直接記載されているものはみられなかった。 

一方、学校の中には、製造販売業者等から交付される表示ラベルに、購入日と

耐用期間を記載してＡＥＤに取り付けているものがみられ、耐用期間の管理に有

効な方法と考えられる。 

 

 

 上記調査結果のとおり、調査した 19校のうち、12校で日常点検が未実施又は不

十分な事例がみられ、これらの学校は、いずれも、文科省 21 年通知を承知してお

らず、日常点検の必要性等に関する認識が乏しい状況がみられた。 

このため、学校に文科省 21 年通知が周知徹底され、学校は、その内容を踏まえ

た上で、ＡＥＤの維持管理を適切に行うことが必要である。 

 

 

【所見】 

 したがって、神大、奈女大、奈良高専及び明石高専は、心停止事故発生時にＡＥ

Ｄが正常に作動しない事態を防ぐため、以下の措置を講ずる必要がある。 

① 神大及び奈女大は、附属学校に対し、文科省 21年通知等の内容を周知徹底し、

ＡＥＤの日常点検を適切に実施するよう指導すること。 

また、神大は、附属学校に設置したＡＥＤのうち、耐用期間を超過しているも

のについて、速やかに更新すること。 

② 奈良高専は、文科省 21 年通知等の内容を踏まえ、ＡＥＤの日常点検を適切に

実施すること。 

また、明石高専は、ＡＥＤの耐用期間の管理を適切に行うとともに、耐用期間

を超過したＡＥＤについて、速やかに更新すること。 
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3 教職員等が連携して迅速・適切に救命活動を行えるか 

（1）危機管理マニュアル、シミュレーション訓練 

 調査結果 図表番号 

【制度の概要等】 

「第 2次学校安全推進計画」では、ＡＥＤは非常時に有効に活用できなければなら

ないことから、学校は、教職員の使用訓練を行うことが必要とされている。 

学校保健安全法（昭和 33年法律第 56号）第 29条では、①学校は、危険等発生時

において当該学校の職員がとるべき措置の具体的内容及び手順を定めた対処要領

（以下「危機管理マニュアル」という。）を作成し、②校長は、危機管理マニュアル

の職員に対する周知、訓練の実施その他の危険等発生時において職員が適切に対処

するために必要な措置を講ずるとされている。 

 また、文部科学省が策定した「学校事故対応に関する指針」では、①危機管理マニ

ュアルの内容の教職員への周知と訓練を進め、全教職員がマニュアルに基づく対応

が実施できるよう備えておくこと、②マニュアルは、毎年度、訓練等の結果を踏まえ

て見直しを行い、実効性のあるものとすることが必要とされ、このほか、同省が策定

した「学校の危機管理マニュアル作成の手引」においても、上記②と同様の主旨が記

述されている。 

 

【調査の結果】 

当局が学校設置者 11 機関及び学校 21校を対象として、平成 28年度以降の危機管

理マニュアルの見直し状況及びシミュレーション訓練※の実施状況等を調査したと

ころ、以下のような状況がみられた。 

 

※ 心停止事故の発生時に危機管理マニュアルに記述された対応が行えるよう、誰が

どのように動き、119番通報、ＡＥＤ運搬にあたるかなどを訓練するもの 

 

ア 危機管理マニュアル、シミュレーション訓練に関する有識者の意見等 

当局がヒアリングした有識者から、危機管理マニュアルの内容やシミュレーシ

ョン訓練の必要性について、次のような意見が聴かれた。 

① 救命活動の経験者からは、「自分が救助できるのか。」、「手順に誤りがないか。」

といった迷いがあったとの意見が聞かれ、こういった心理的な障壁を無くすた

めにも、心停止事故の際にどのような状況になるかリアリティを持たせること

が重要で、シミュレーション訓練を行うことが必要である。 

② 心停止事故に迅速に対応するためには、必要な対応を端的に記載したアクシ

ョンカード等を作成することが望ましい。 

③ 迅速な対応が求められる救命活動では、複数の者がチーム（組織力）となって、

それぞれの役割を果たすことが重要になる。この組織力の基になるのが、救命活

動を行う者の「共通理解事項」を定めたマニュアルであり、シミュレーション訓

練である。マニュアルに基づきシミュレーション訓練を行い、その結果を検証し

た上で、マニュアルの見直し等を行うことが重要である。 

 

 

図表 2-1 

(再掲) 

図表 3-1 

 

 

 

 

図表 3-2 
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図表 3-4 
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また、実際に救命活動を行った教員からは、「周りにいた児童生徒を現場から移

動させる必要があることに気付くまでに時間を要した。事前に想定していなかっ

たことは、事故現場では対応できないことが分かった。」との意見が聴かれた。 

 

イ 学校設置者による指導状況 

調査した 11 機関は、いずれも、「学校事故対応に関する指針」等を学校に周知す

ることにより、訓練の実施や危機管理マニュアルの見直しについて指導したとし

ている。 

 

ウ 学校におけるシミュレーション訓練の実施状況等 

（ア）危機管理マニュアルの作成状況 

   調査した 21校は、いずれも、心停止を含む傷病者の救命活動について記載し

た危機管理マニュアルを作成していた。マニュアルには、救命活動に関して、傷

病者の発見から医療機関への搬送までに必要な対応（応援要請、119番通報、管

理職への報告、保護者への連絡等）を示したフロー図などが記述されていた。 

   なお、実際に救命活動を行った教員から「管理職の判断を待たず、教員が 119

番通報可能としていたため、迅速に通報できた。」との意見が聞かれたが、21校

の危機管理マニュアルをみると、管理職の判断を待つことなく現場の教職員が

119 番通報可能と記述しているのは 8校（38.1％）であった。 

 

（イ）シミュレーション訓練等の実施状況 

調査した 21 校について、心停止事故発生時のシミュレーション訓練及び危機

管理マニュアルの見直しの実施状況を調査したところ、訓練等を実施している

学校がある一方で、次のとおり、12校（57.1％）において、救命活動を迅速・適

切に行うことが困難となるおそれがある事例がみられた。 

 

シミュレーション訓練を実施しておらず、また、危機管理マニュアルの見直し

も行っていない（12 校：奈女大附属小、奈女大中等校、明石高専、奈良高専、公

立 8校）。 

訓練が未実施の理由について、12 校は、①これまで訓練の必要性についての

認識が十分でなく、実施について検討したことがなかった（11校）、②業務が多

忙で実施する時間が確保できなかった（1校）としている。 

このうち 4校からは、「今回の調査を受け、救命活動に必要な対応をチェック

リスト化するなど、現在の危機管理マニュアルを見直す余地がある。」とする意

見が聴かれた。 

 

エ シミュレーション訓練等について工夫している取組 

Ａ教委は、管内の学校で心停止事故が発生したことを契機として、平成 30年度

から、小学校及び中学校でシミュレーション訓練を実施するよう指導し、訓練の方

法や手順を示している。 

図表 1-3 

(再掲) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1-3 

(再掲) 

 

 

 

 

図表 3-5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 3-6 

図表 3-7 

 

－18－



当該訓練方法・手順は、上記事故が発生した学校がシミュレーション訓練の重要

性を認識し、医療機関や消防機関と連携して作成したものであり、①シナリオを設

けず、教職員がその場で判断して行動する実践的なもの、②「振り返りシート」を

使用して訓練結果を検証した上で、危機管理マニュアルの見直しや改善措置を講

じるものとなっている。 

Ａ教委は、「心停止事故は一刻を争う状況で、複数の教職員が役割分担して対応

することになるため、教職員同士の連携（チームアプローチ）に主眼を置いた訓練

としている。実効性のある危機管理マニュアルにするためには、訓練結果を検証し

た上で、実施すべき事項だけでなく、その方法までを具体的に記載しておくことが

必要である。」としている。 

また、調査したＡ教委管内の学校におけるシミュレーション訓練の結果をみる

と、例えば、次のような課題が判明し、危機管理マニュアルの見直し等の改善が図

られていた。 

≪課 題≫ 事故時には混乱が生じるため、必要な対応を一目で分かるようにす

ることが必要 

（改善策） 事故時に必要な対応を箇条書きにして職員室の壁に掲示したり、教職

員の名前ホルダーの裏面に記載 

 

≪課 題≫ 119 番通報の際に伝えるべき事項や救急車の進入経路等を定めてお

く必要がある。 

（改善策） 危機管理マニュアルを補完する「共通理解事項」を作成し、以下の事

項等を記載 

・ 救急隊には、保健調査票により既往歴やアレルギー等を伝達 

・ 救急車の進入門を特定。119番通報は管理職以外も可、携帯でも可

とする。 

 

このほか、シミュレーション訓練を実施した他の学校では、次のような課題が判

明している。 

① 事故現場にＡＥＤを運搬するのに時間を要したため、配置場所の見直しの検

討が必要である。 

② 校内放送で応援要請を行うこととしていたが、実際に行ってみると、校内放送

では聞こえづらく、分かりにくかった。 

③ 児童生徒に教職員の応援要請やＡＥＤの運搬等をさせるかどうか検討する必

要がある。 

 

［参考］さいたま市教育委員会の取組※ 

総務省関東管区行政評価局が調査し、平成 30 年 12 月に公表した「国の出先

機関等の施設における救命活動に関する調査－ＡＥＤを中心として－」の結果

等によると、さいたま市教育委員会（以下「さいたま市教委」という。）は、心

停止等重大事故の発生時の対応を定めた「体育活動時等における事故対応テキ
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スト～ＡＳＵＫＡモデル～」（以下「ＡＳＵＫＡモデル」という。）を作成し、市

立学校が危機管理体制を整備するに当たっての考え方や方法を示している。 

ＡＳＵＫＡモデルでは、学校は、研修や訓練により教職員の危機管理に関する

意識や資質の向上を図ることが重要とされ、①重大事故発生時の対応訓練を全

教職員で年度当初に実施すること、②重大事故発生時における対応として、ⅰ）

第一発見者や応援者が対応すべきこと（箇条書きで明示）や、ⅱ）管理職等が対

応に漏れがないかを確認するための「指揮命令内容チェックシート」等が示され

ている。 

また、さいたま市教委は、市立学校に、文部科学省の「学校事故対応に関する

指針」を周知するだけでなく、訓練を実施するよう通知し、その結果を報告させ

ることにより、訓練の実施を徹底している。 

 

※ ＡＳＵＫＡモデルは、さいたま市内の小学生が駅伝の課外練習中に倒れ、翌日、搬

送先の病院で亡くなった事故について、専門家等による検証委員会において学校の危

機管理体制等を検証した結果を踏まえて作成されたもので、さいたま市教委の取組

は、全国の自治体から先進事例とされているため、本報告書において引用した。 

 

オ 迅速に対応するため工夫している取組 

学校が運動施設等に電話を整備したり、携帯電話を配備するなどして、職員室へ

の連絡や 119 番通報を迅速に行えるよう工夫している取組がみられた。 

① プールサイドや体育館等に、外線電話や内線電話・インターホンを設置（大教

大池田小、奈女大附属小、公立 2校） 

② 心停止事故発生時に使用できるよう学校が携帯電話を配備（大教大平野中、公

立 2校） 

③ 教職員には、携帯電話（私物）を持ち歩くよう推奨（大教大平野中） 

体育の授業中、保健体育科教員が自主的に携帯電話（私物）を携行（公立 1校） 

 

実際に救命活動を行った教員からは、「プールに設置された内線電話で、迅速に

応援要請ができた。」、「携帯電話があったため、現場から迅速に 119番通報できた。

通報後も状況をリアルタイムで消防署に説明でき、また、消防署からの指示も救助

者にすぐに伝えることができた。」との意見が聴かれた。 

 

【所見】 

したがって、奈女大、明石高専及び奈良高専は、心停止事故発生時に教職員等が連

携して迅速・適切に救命活動が実施できるよう、以下の措置を講ずる必要がある。 

① 奈女大は、附属学校に対し、心停止事故発生時のシミュミレーション訓練を実施

するとともに、その結果を踏まえ、危機管理マニュアルが実効性のあるものとなっ

ているか検証するよう指導すること。 

② 明石高専及び奈良高専は、心停止事故発生時のシミュミレーション訓練を実施

するとともに、その結果を踏まえ、危機管理マニュアルが実効性のあるものとなっ

ているか検証すること。 
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(再掲) 

 

 

－20－



（2）教員に対する心肺蘇生やＡＥＤの使用に関する研修 

 調査結果 図表番号 

【制度の概要等】 

学校保健安全法第 27 条では、学校は、児童生徒等の安全の確保を図るため、職

員の研修その他学校における安全に関する事項について計画を策定し、これを実施

しなければならないとされている。 

「第 2次学校安全推進計画」では、教育委員会や学校は、全ての教職員が学校安

全に関する研修を受けられるよう取り組むことが必要で、研修ではＡＥＤの適切な

使用を含む心肺蘇生に関する内容を扱うことが重要とされている。 

また、心肺蘇生等に関する研修を受講しても、長期間経過すると手順や方法の記

憶が薄れると考えられ、消防庁次長通知※では、消防機関が行う住民に対する普通

救命講習（心肺蘇生やＡＥＤの取扱い等）は 2年から 3年間隔での定期的な再講習

を行うとされている。 

 

※ 「応急手当の普及啓発活動の推進に関する実施要綱」（平成 5年 5月 30日付け

消防救第 41号都道府県知事宛て消防庁次長通知） 

 

【調査の結果】 

 当局が学校設置者 11機関及び学校 21校を対象として、教員に対する心肺蘇生や

ＡＥＤの使用に関する実技研修（以下「実技研修」という。）の実施状況等を調査し

たところ、以下のような状況がみられた。 

 

ア 学校設置者による指導状況 

調査した 11 機関のうち、平成 28 年度以降、学校に対し、教員に実技研修を実

施するよう指導していたのは 5教委（45.5％）で、うち 2教委は、毎年実施する

よう求めていた。 

一方、各教員の実技研修の受講間隔について指導している学校設置者はなかっ

た。 

 

イ 各教員の実技研修の受講状況等 

（ア）学校における実技研修の実施頻度 

調査した 21 校における実技研修の実施頻度は、「毎年」が 19 校、「2 年に 1

回」が 1校、「定期的には実施していない」が 1校であった。 

また、当該研修の対象に非常勤教員を含めているのは、公立 4校（19.0％）

であった。 

 

（イ）各教員における実技研修の受講間隔 

調査した 21 校に、各教員が実技研修を受講すべき間隔に関する考え方を聴

取したところ、15校（71.4％）が「毎年」としており、次いで、「3年に 1回」

が 4校、「2年～3年に 1回」が 2校となっている。心肺蘇生やＡＥＤの使用を

迅速・適切に行うためには、毎年の受講が必要と考える学校が 70％を超えてい

 

図表 3-12 
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る。 

一方、21 校について、令和元年 9月末に在籍する各教員の実技研修の受講履

歴を調査したところ、次のとおり、心停止事故発生時に、教員全員がＡＥＤの

使用を含む心肺蘇生を迅速・適切に行えるものとなっていないおそれがある事

例がみられた。 

 

 

3年以内に未受講の教員が生じている主な理由について、12校は、以下のと

おり説明している（複数回答）。 

 ① 非常勤教員を研修対象としていない（10校）。 

    研修対象としない理由について、10校は、いずれも、「非常勤教員は、勤

務日が月に数日程度、勤務時間が授業のうちの数コマなどのケースが多く、

勤務時間内に研修を受講することが困難である。受講を求めるためには、研

修時間の給与の支払が必要となるが、その確保が容易でない。」としている。 

また、受講間隔を確認できた非常勤教員（89人）のうち、77.5％（69人）

が 3年以内に未受講の教員であった。  

  ② 研修の受講を最優先の業務に位置付けていない（4校)。 

③ 定期的に研修を実施していない（1校）。 

④ 研修の受講履歴を把握しておらず、3年に 1回の研修対象者から漏れた 

（1 校)。 

 

一方、3年以内に未受講の教員がいない 9校は、いずれも、実技研修の受講

を最優先の業務に位置付けていた。 

このほかにも、教員が実技研修を受講しやすいよう、次のような工夫を行っ

ている取組がみられた。このうち、①及び②の方法は、上述した非常勤教員の

受講が困難な状況の改善策につながるものと考えられる。 

① 養護教諭が各教員の希望する日時に、個別に短時間で研修を実施 

② 座学部分は、各自が事前にＤＶＤを視聴し、研修当日は実技のみとするこ

とで時間を短縮 

③ 全教員の出席が必要な「成績会議」と同日に研修を実施 

④ 研修当日は、部活動を休止 

 

12 校（57.1％）※において、3年以内に実技研修を受講していない教員（以

下「3年以内に未受講の教員」という。）がみられた。 

※ 大教大池田小、大教大平野中、神大附属小、神大中等校、奈女

大附属小、明石高専、奈良高専、公立 5校 

 

受講間隔を確認できた教員のうち、3 年以内に未受講の教員が占める割合

をみると、最も高い学校は 93.9％（奈良高専）、次いで 56.5％（明石高専）、

47.8％（公立学校）の順となっている。 
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[参考] さいたま市教委は、学校での実技研修（普通救命講習Ⅰ）を受講でき

なかった教職員を対象として、夏期休業期間中に集合方式で上記研修を

実施している。 

 

ウ 学校による実技研修の開催方法が不適切な事例 

 

Ｂ教委管内の校長会は、所属する小学校及び中学校の教員を招集して実技研

修を実施し、全教員が 3年に 1回受講するよう求めている。 

しかし、当該間隔での受講に必要な定員が設定できていない上、参加者は、定

員の 8割程度となっていた。 

Ｂ教委は、研修会の参加者数の設定状況や参加実績を把握していなかったと

している。 

 

エ その他実技研修等について工夫している取組 

（ア）教員による応急手当普及員の資格の取得 

   学校設置者又は学校が、教員に応急手当普及員※の資格を取得させ、学校で

の実技研修の講師や安全管理業務を担当させている取組がみられた（大教大、

Ｃ教委、奈女大附属小）。 

 

 

 

 

 

（イ）ＡＥＤ使用時の女子への配慮 

令和元年に、京都大学の研究チームが公表した調査結果によると、高校生で

は男子生徒に比べて、女子生徒へのＡＥＤ使用率が低い傾向（男子生徒 83.2％、

女子生徒 55.6％）があり、素肌を出すことに抵抗があったのではないかとして

いる。 

  調査した学校設置者及び学校は、いずれも、ＡＥＤ使用時には女子のプライ

バシーへの配慮が必要であるとしており、6校では、次のような取組がみられ

た。 

① 教職員や生徒に対して、女性にＡＥＤを使用する際には、周りの傍観者を

遠ざけるなど人目から隠すよう周知 

② 目隠し用の物品（毛布、タオル、三角巾、ビニールシート等）をＡＥＤボ

ックス内や保健室、プール準備室等に準備 

 

このほか、学校から、「女性で人垣を作って周りから見えないようにする。」、

「救助者が着ている上着を被せる。」、「服の隙間から電極パッドを貼る。」など

の対応も可能であるとの意見が聴かれた。 

 

※ 応急手当普及員とは、主として自身が所属する事業所や防災組織等において

従業員や構成員に対する応急手当講習（心肺蘇生法やＡＥＤの使用方法等）の

指導に従事するものであり、消防機関が行う24時間の講習を受講し、消防長の

認定を受けることが必要 
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【所見】 

したがって、大教大、神大、奈女大、明石高専及び奈良高専は、児童生徒等の心

停止事故発生時に、全ての教員が心肺蘇生やＡＥＤの使用を迅速・適切に行えるよ

う、以下の措置を講ずる必要がある。 

① 大教大、神大及び奈女大は、附属学校に対し、全ての教員に実技研修を定期的

に受講させるとともに、3年以内に未受講の教員については、直ちに受講させる

よう指導すること。 

② 明石高専及び奈良高専は、全ての教員に実技研修を定期的に受講させるととも

に、3年以内に未受講の教員については、直ちに受講させること。 
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（3）児童生徒等に対する心肺蘇生やＡＥＤの使用等に関する知識や技能の普及 

 調査結果 図表番号 

【制度の概要等】 

学校内での心停止事故の第一発見者は、子供の場合も多く、子供が適切に対応で

きれば、救命の一助となり、また、子供の頃から学校で救命方法を学ぶことで、成

長して社会に出てからも役立つスキルになるとされている。 

一方、平成 16 年に、非医療従事者にもＡＥＤの使用が認められて以降、公共施

設を中心にＡＥＤの設置が進んでいるが、病院外で心停止者を目撃した一般市民の

うち、心肺蘇生を行った者は 58.1％、ＡＥＤによる電気ショックを行った者は

4.9％であり※、ＡＥＤを用いた心肺蘇生を行うことができる人材を増やすことが

求められている。 

※  令和元年版 救急・救助の現況（総務省消防庁） 

 

【調査の結果】 

 当局が学校設置者 11機関及び学校 19校を対象として、児童生徒、学生に対する

心肺蘇生やＡＥＤの使用等に関する知識や技能の普及状況を調査したところ、以下

のような状況がみられた。 

 

ア 中学校、高等学校、中等教育学校、高等専門学校 

調査した中学校、高等学校、中等教育学校、高等専門学校 12 校及びその学校

設置者 11 機関は、いずれも、生徒、学生全員に、心肺蘇生やＡＥＤの使用に関

する実技（以下「心肺蘇生等の実技」という。）を教えることが必要又は望ましい

としている。 

しかし、生徒、学生全員に心肺蘇生等の実技を教えているのは、次のとおり、

5校であった。 

① 全員に実施：5校（大教大平野中、神大中等校、奈女大中等校、公立 2校） 

② 運動部員等の一部の生徒、学生に実施：4校（奈良高専、公立 3校） 

③ 未実施：3校（明石高専、公立 2校） 

 

心肺蘇生等の実技を一部の生徒、学生にしか教えていない又は全く教えていな

い 7校は、その理由について、次のとおり説明している。 

① 授業時間内に全員が実技を行えるだけの訓練機材がない（4校：奈良高専、

公立 3校）。 

② 授業時間が確保できない（6校：明石高専、奈良高専、公立 4校）。 

 

一方で、心肺蘇生等の実技について、次のような工夫を行っている取組がみら

れた。 

① 多くの生徒が心肺蘇生等の実技を行えるよう簡易な訓練機材等を導入 

ⅰ） 安価で簡易な訓練機材を使用（奈女大中等校） 

ⅱ） 心肺蘇生に必要な力とほぼ同じ力を要するとされる「空のペットボトル」
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や「テニスボール」を代用品として使用（奈女大中等校、公立 1校） 

② 学校設置者が簡易な訓練機材を導入し、学校に貸出し（2教委） 

③ ＡＥＤの実技に使用期限切れの電極パッドを活用（神大中等校） 

 

イ 小学校 

（ア）有識者の意見 

当局がヒアリングした有識者からは、小学生が救命活動を学ぶことについ

て、「学校はメンタル面にも配慮した上で、発達段階に応じた対応を教えるこ

とが望まれる。心肺蘇生等の実技以外でも、例えば、倒れた人を発見しても道

に飛び出さないこと、119番通報が必要であること、心停止にはＡＥＤの使用

が有効であることなどである。」との意見が聴かれた。 

 

（イ）学校における取組状況 

調査した小学校の学校設置者 8機関及び小学校 7校に対し、児童に心肺蘇生

やＡＥＤなどの救命活動を教える必要性をヒアリングしたところ、「必要又は

望ましい」が 7機関・5校、「必要とまでは言えない」が 1機関・2校であった。 

「必要とまでは言えない」とした学校等からは、「救命活動の内容や必要性

を理解することが難しい。」、「心肺蘇生の実技は、体力的に難しい。」などの意

見が聴かれた。 

一方、児童に救命活動を教えている小学校は 4校（大教大池田小、神大附属

小、公立 2 校。対象：5 年生 3 校、6 年生 1 校）であり、このうち 3 校（大教

大池田小、公立 2校）は、心肺蘇生等の実技も教えていた。 

これらの学校からは、「心肺蘇生やＡＥＤ以外にも、児童ができること（大人

に助けを求めること等）を理解させることができる。」、「小学生の頃から救命

活動に関する知識を得ておくことで、成長後に救命活動を行う際の抵抗感を小

さくできる。」などの意見が聴かれた。 

 

（ウ）救命活動に関する学習について工夫している取組 

  Ｄ教委では、保健主事会が作成したカリキュラムを基に、全小学校で 5年生

に救命活動に関する学習を行っており、その内容をみると、心肺蘇生やＡＥＤ

についてだけではなく、①命の大切さ、②心臓の動きと位置や心停止の意味、

③心停止に遭遇した場合の注意事項（安全確認、大声で助けを呼ぶ、119番通

報とＡＥＤの要請を行う）を教えるものとなっている。 

児童へのアンケートでは、「勇気を振り絞ってできることをしたい。」、「自分

にできることはしっかりしたい。」、「命を助けることができるよう勉強し続け

たい。」などの感想がみられた。 

 

 

心停止事故発生時に、児童生徒等が適切な対応を行うことにより救命の一助にな

ると考えられることや、社会において心肺蘇生やＡＥＤの使用を行える人材を増や
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すことが求められている現状を踏まえると、全ての学校において、児童生徒等の発

達段階に応じ、心肺蘇生やＡＥＤの使用等に関する知識や技能を普及するよう、よ

り一層取り組むことが望ましい。 
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4  地域住民等が学校のＡＥＤを使用できるか 

調査結果 図表番号 

【制度の概要等】 

（1）学校施設利用者に配慮したＡＥＤの配置等 

学校は、児童生徒の保護者のほか、グラウンドや体育館等の施設の一般開放な

どにより、地域住民にも利用される施設であり、ガイドラインでは、学校に設置

されているＡＥＤは、施設が地域住民等に開放されている夜間休日でも使用でき

るように配慮することが望ましいなどとされている。 

 

（2）財団全国ＡＥＤマップへの登録状況 

 日本救急医療財団は、地域住民や救急医療に関わる機関がＡＥＤの設置場所を

把握していることが重要であるとして、ＡＥＤ設置者に対し、設置場所等に関す

る情報を登録するよう要請し、ＡＥＤ設置施設を地図上にピンで示した「財団全

国ＡＥＤマップ」をウェブサイト上で公開している。 

文部科学省は、平成 27年に、上記の登録に協力するよう学校設置者等に通知※

（以下「文科省 27年通知」という。）している。 

また、日本救急医療財団は、平成 30 年度からＡＥＤの電極パッド及びバッテ

リの交換時期を入力して登録情報を更新することによって、ＡＥＤの維持管理状

況が分かる仕組み（ピンの色で表示）に変更し、その旨をウェブサイトで周知し

ている。 

 

※ 「自動体外式除細動器（ＡＥＤ）設置登録情報の適切な更新等について（依頼）」

（平成 27年 9月 3日付け各都道府県・指定都市教育委員会学校安全主管課、各

国公私立大学事務局、各国公私立高等専門学校事務局宛て文部科学省スポーツ・

青少年局学校健康教育課事務連絡） 

 

【調査の結果】 

当局が学校設置者 11 機関及び学校 19 校を対象として、①学校施設利用者に配慮

したＡＥＤの配置状況等、②財団全国ＡＥＤマップへのＡＥＤの設置情報の登録状

況を調査したところ、以下のような状況がみられた。 

（1）ＡＥＤの配置場所及びその掲示等 

調査した学校設置者及び学校の中には、次のとおり、学校施設利用者に配慮し

て、ＡＥＤの配置や掲示を工夫している取組がみられた。 

① 校舎が施錠されている夜間休日にも、地域住民や学校施設利用者がＡＥＤを

使用できるよう、全小学校のＡＥＤを屋外に移設（1教委） 

② 校内案内図にＡＥＤの配置場所を表示（大教大池田小、明石高専、公立１校） 

③ ＰＴＡ会員にＡＥＤの配置場所を口頭で周知（大教大池田小） 

 

（2）財団全国ＡＥＤマップへの登録状況 

ア 学校設置者における周知状況 

  調査した 11 機関のうち、7機関（大教大、神大、5教委）は、文科省 27年通
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知を学校に周知していない。 

また、明石高専及び奈良高専は、独立行政法人国立高等専門学校機構から当

該周知はなかったとしている。 

 

イ 財団全国ＡＥＤマップへの登録・更新状況 

調査した 19 校における財団全国ＡＥＤマップへの登録及び更新（電極パッ

ド及びバッテリの交換時期の入力）状況をみると、次のとおり、登録及び更新

が適切に行われているＡＥＤはなかった。 

 

① 全てのＡＥＤが未登録：10校（大教大平野中、神大附属小、神大中等校、

明石高専、奈良高専、公立 5校） 

② 一部のＡＥＤが未登録：5校（大教大池田小、奈女大中等校、公立 3校） 

③ 登録されているＡＥＤが全て未更新：9 校（大教大池田小、奈女大附属

小、奈女大中等校、公立 6校） 

未登録・未更新の理由について、19 校は、いずれも、「登録・更新が求めら

れていることを知らなかった。」としている。 

 

ウ 学校設置者等の意見 

一部の学校設置者等から、財団全国ＡＥＤマップへの登録・公表に伴う支障

として、次のような意見が聴かれた。 

学校は、夜間休日だけでなく、平日も校門を施錠しており、地域住民がＡＥ

Ｄを借りに来ても、使用できない又は使用までに時間を要するケースも考えら

れる。また、校内への部外者の立入りを認めることは、安全管理上の懸念が否

定できない。 

 

【所見】 

したがって、大教大、神大、奈女大、明石高専及び奈良高専は、ＡＥＤの設置情報

を地域住民等に広く提供する観点から、以下の措置を講ずる必要がある。   

① 大教大、神大及び奈女大は、附属学校に対し、日本救急医療財団にＡＥＤの設置

情報の登録・更新を行うよう指導する必要性について検討すること。 

② 明石高専及び奈良高専は、日本救急医療財団にＡＥＤの設置情報の登録・更新を

行う必要性について検討すること。 
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図表 1-1 「学校における心肺蘇生とＡＥＤに関する調査報告書」（平成 30 年 3 月 公益財団法人日

本学校保健会）にみるＡＥＤの使用状況 

全ての公立の小学校 19,794校、中学校 9,479 校、高等学校 3,571校、義務教育校 46校、中等教

育学校 31校、特別支援学校 1,076 校を対象に調査（回答率 77％） 

 

① 最近 5年間（平成 24年度～28年度）に学校管理下でＡＥＤパッドを貼った件数 

小学校 232校(1.5％)243人、中学校 206校(2.9％)221人、高等学校 185校(6.3％)209人、 

中等教育学校 2校(8.0％)2 人、特別支援学校 45校(5.2％)51人【計 670校 726人】 

うち、児童生徒は、小学校 118校 123人、中学校 145校 153人、高等学校 147校 165人、 

中等教育学校 2校 2人、特別支援学校 42人 【計 485人】 

 

② 最近 5年間に学校管理下でＡＥＤのショックボタンを押した件数 

小学校 87校(0.6％)87人、中学校 80校(1.1％)81人、高等学校 72校(2.4％)72人、 

特別支援学校 10 校(1.1％)10人【計 249校 250人】 

うち、児童生徒は、小学校 32校 32人、中学校 51校 51人、高等学校 56校 56人、 

特別支援学校 8人（中等部 3人、高等部 5人） 【計 147人】 

 

（上記②を踏まえ、以下の項目は、小学生 32人、中学生 54人、高校生 61人として解析） 

③ 児童生徒にＡＥＤのショックボタンを押したケースで、後遺症なく回復した人数 

小学生 23人(71.9％)、中学生 36 人(66.7％)、高校生 40人(65.6％) 

 

④ 児童生徒にＡＥＤのショックボタンを押したケースで救命できなかった人数 

  小学生 5人、中学生 7人、高校生 7人 

 

⑤ 児童生徒にＡＥＤのショックボタンを押した状況（複数例ある場合は複数回答可） 

小学生では、水泳、体育の時間、休憩中の順に多く、中学生・高校生では、体育的部活動、体

育の時間、持久走・マラソンの順に多い。 

 

 

（注）日本学校保健会の資料による。 
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図表 1-2 調査した 5件の心停止事故の発生場面等 

区分 発生場面 発生場所 

1 柔道の授業中 柔道場 

2 体育の授業中（シャトルラン） 体育館 

3 体育の授業中（ランニング） 運動場 

4 部活動中（ランニング） 職員玄関前 

5 水泳の授業中 プール 

（注）当局の調査結果による。 

 

 

図表 1-3 実際に救命活動を行った教員の意見 

＜マニュアル及びシミュレーション訓練＞ 

 心停止事故の際に必要な対応や役割分担を明確には定めていなかったこともあり、心停止した

児童生徒への対応に集中し、他の児童生徒を事故現場から移動させるのに時間を要してしまっ

た。事前に想定していなかったことは、現場では対応できないことが分かり、必要な対応等を明

確にした上で、平時からシミュレーション訓練を実施しておく必要性を感じた。 

 

＜複数の教職員等による連携＞ 

○ 事故現場に多数の教職員がいたため、動揺することなく冷静に対応することができた。複数

の教職員が連携して役割分担することにより迅速に対応できた。 

○ プールに内線電話が設置されていたため、迅速に教職員の応援要請ができ、多くの教職員で

対応できた。 

○ 事故の発生を伝えに来たのが教員で、詳しい状況説明があったため、事故の重大性・緊急性

をすぐに理解できた。しかし、児童生徒が伝えに来るケースでは、的確に説明できないことも

想定されるため、事故の状況を的確に説明できるよう児童生徒に教えることが必要と感じた。 

○ 事故の発生を伝えに来た児童生徒の説明が「倒れた子がいる。」という程度であったため、

ＡＥＤを持たずに事故現場に向かい、病状を確認してからＡＥＤを手配した。児童生徒が倒れ

た場合には、まずはＡＥＤを持って現場に向かうことが必要だと感じた。 

 

＜現場からの 119 番通報＞ 

○ 管理職の判断を待たず、教員が 119番通報可能としていたため、迅速に通報できた。 

○ 事故現場にいた教員が携帯電話を所持していたため、その場からすぐに救急車を要請するこ

とができた。 

○ 携帯電話により事故現場から通報できたため、心停止した児童生徒の様子をリアルタイムで

消防署に説明でき、また、消防署からの指示も救助者にすぐに伝えることができた。 

 

＜ＡＥＤの適正な配置＞ 

○ 運動中に心停止発生リスクが高まることを考慮して、水泳の授業時にＡＥＤをプールに移動

させていたため、迅速にＡＥＤを使用できた。 

○ ＡＥＤの配置場所の見直しを行い、誰もがすぐに分かる場所に専用ボックスに入れて配置し

ていたため、迅速にＡＥＤを取りに行くことができた。 
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＜心肺蘇生やＡＥＤの使用に関する研修＞ 

○ 事故の直前に、心肺蘇生とＡＥＤの使用に関する研修を受講していたため、迷うことなく自

信を持って対応することができた。 

○ 研修を受講して、死戦期呼吸※について理解していたため、正常な呼吸ができていないこと

が判断できた。 
 

※ 「突然の心停止直後には『死戦期呼吸』と呼ばれるしゃくりあげるような途切れ途切れの呼吸が

みられることも少なくありません。このような呼吸がみられたら心停止と考えて、胸骨圧迫を開始

してください。」（「救急蘇生法の指針 2015 市民用」（厚生労働省）から抜粋） 

 

○ 研修を受講して、電気ショックの要否はＡＥＤが判断すると知っていたため、ためらわずに

電極パッドを装着し、電気ショックのボタンを押すことができた。 

○ 研修を受講した経験が少なかったため、ＡＥＤをうまく使用できるか自信がなく、そばにい

た養護教諭に任せた。ためらわずにＡＥＤを使用できるようにするためには、研修を繰り返し

受講しておくことが重要と感じた。また、養護教諭が不在の場合もあるため、全ての教職員が

ＡＥＤを使用できるようにしておく必要がある。 

○ 保健体育の授業で児童生徒に心肺蘇生について繰り返し教えていたため、的確に心肺蘇生等

を行うことができた。 

 

＜その他＞ 

 児童生徒は救命されたものの、事故後、数週間は救命活動の記憶がフラッシュバックした。「も

っとこうしておけばよかったのではないか。」、「救命の手順に誤りはなかったか。」、「児童生徒に

後遺症が残らないか。」といった考えが頭から離れなかった。 

（注）当局の調査結果による。 
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図表 2-1 「第 2次学校安全の推進に関する計画」（平成 29年 3月 24日閣議決定）（抜粋） 

Ⅲ 学校安全を推進するための方策 

1．学校安全に関する組織的取組の推進 

 (1)～(2) （略） 

 (3) 学校安全に関する教職員の研修及び教員養成の充実 

  〈課題・方向性〉 （略） 

  〈具体的な方策〉 

     (中略) 

○ 教育委員会や学校は、（中略）全ての教職員が学校安全に関する研修等を受けるこ

とができるよう、研修機会の充実を図るだけでなく、校務の見直しや負担軽減等によ

り研修を受けるための時間の確保に取り組むことも必要である。 

研修においては、（中略）自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の適切な使用を含む心肺

蘇生に関する適切な対応方法等に関する内容を扱うことが重要である。 

    （後略） 

2. （略） 

3．学校の施設及び設備の整備充実 

(1) （略） 

(2) 学校における非常時の安全に関わる設備の整備充実 

〈課題・方向性〉 （略） 

〈具体的な方策〉 

○ ＡＥＤや防犯設備等は、非常時に有効に活用できなければならないことから、学校

は、定期的な点検・管理や複数配置を含む設置場所の適正化、教職員の使用訓練を行

うことが必要である。また、学校以外の施設における事故等も参考にしながら、設備

等の必要な改善措置を講じることが重要である。 

（以下略） 
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図表 2-2 「自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の適正配置に関するガイドラインの補訂について」（令

和元年 5 月 17 日付け医政発 0517 第 12 号文部科学大臣官房長宛て厚生労働省医政局長通知） 

 

医政発 0517 第 12号    

令和元年５月 17日    

 

文部科学省大臣官房長 殿 

 

 

厚生労働省医政局長      

（公 印 省 略）      

 

 

自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の適正配置に関するガイドラインの補訂について 

 

自動体外式除細動器（以下「ＡＥＤ」という。）については、「非医療従事者に  

よる自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の使用について」（平成１６年７月１日付医政  

発第０７０１００１号厚生労働省医政局長通知）により非医療従事者である一 

般市民にも使用が認められて以降、学校、駅、公共施設、商業施設等を中心に 

急速に普及してきました。 

今般、一般財団法人日本救急医療財団「非医療従事者によるＡＥＤ使用のあり 

方特別委員会」において検討がなされ、別添のとおり「ＡＥＤの適正配置に関す 

るガイドライン」（平成２５年９月２７日付医政発０９２７第９号）の補訂が取 

りまとめられましたので情報提供いたします 。 

このため、今般、このガイドラインを参考にし、ＡＥＤの効果的かつ効率的な 

設置拡大を進めていただくよう、別添のとおり、各都道府県知事あて通知した 

ので、貴職におかれては、その内容について御了知いただくとともに、貴省庁 

等所管の学校、医療機関、交通機関、商業施設等の関係団体に対して、当該通 

知の内容について周知いただきますよう御協力願います。 
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図表 2-3 「ＡＥＤの適正配置に関するガイドライン」（平成 25年 9月 9日作成（30年 12月 25日補

訂） 一般財団法人日本救急医療財団）（抜粋） 

3. ＡＥＤの施設内での配置方法 

  （中略） 

 居合わせた人にその処置をゆだねるという性質上、ある程度高い救命率が期待できる状況で、

ＡＥＤの使用を促す必要があり、以下のように電気ショックまでの時間を短縮するような配置上

の工夫が望まれる。 

(1) 目撃された心停止の大半に対し、心停止発生から長くても 5 分以内にＡＥＤの装着ができる

体制が望まれる。そのためには、施設内のＡＥＤはアクセスしやすい場所に配置されていること

が望ましい。たとえば学校では運動に関連した心停止が多いことから、保健室より運動施設への

配置を優先すべきである。 

(2) ＡＥＤの配置場所が容易に把握できるように施設の見やすい場所に配置し、位置を示す掲示、

あるいは位置案内のサインボードなどを適切に掲示することが求められる。 

(3) ＡＥＤを設置した施設の全職員が、その施設内におけるＡＥＤの正確な設置場所を把握してい

ることが求められる。 

(4) 可能な限り 24 時間、誰もが使用できることが望ましい。使用に制限がある場合は、ＡＥＤの

使用可能状況について情報提供することが望ましい。地方公共団体による行政監査で、ＡＥＤ収

納ボックスが施錠されていたケースなどが指摘されている。 

(5) インジケ―タが見えやすく日常点検がしやすい場所への配置、温度（夏場の高温や冬場の低温）

や風雨による影響などを考慮し、壊れにくい環境に配置することも重要である。 

  

 表 3：施設内でのＡＥＤの配置に当たって考慮すべきこと 

1. 心停止から 5 分以内に電気ショックが可能な配置 

 ‒ 現場から片道 1分以内の密度で配置 

 - 高層ビルなどではエレベーターや階段等の近くへの配置 

 - 広い工場などでは、ＡＥＤ配置場所への通報によって、ＡＥＤ管理者が現場に直行す

る体制、自転車やバイク等の移動手段を活用した時間短縮を考慮 

2. 分かりやすい場所（入口付近、普段から目に入る場所、多くの人が通る場所、目立つ看

板） 

3. 誰もがアクセスできる（カギをかけない、あるいはガードマン等、常に使用できる人が

いる） 

4. 心停止のリスクがある場所（運動場や体育館等）の近くへの配置 

5. ＡＥＤ配置場所の周知（施設案内図へのＡＥＤ配置図の表示、エレベーター内パネルに

ＡＥＤ配置フロアの明示等） 

6. 壊れにくく管理しやすい環境への配置 
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図表 2-4 調査した学校設置者が把握していた学校のＡＥＤ設置状況 

（単位：％） 

（注）当局の調査結果による。 

 

図表 2-5 調査した学校におけるＡＥＤの配置場所 

（注）1 当局の調査結果による。 

2 「職員室」の□印は職員室前廊下、「保健室」の△印は保健室前廊下を示す。 

3 表内の「外」は、屋外配置を示す。 

職員室 事務室 保健室 玄関 体育館 その他
大教大池田小 5台 ○ ○ ○ ○ 警備員室
神大附属小 2台 ○ ○
奈女大附属小 1台 ○
ａ小学校 1台 □
ｂ小学校 1台 □
ｃ小学校 1台 □
ｄ小学校 1台 ○外
ｅ小学校 1台 運動場出入口
大教大平野中 3台 ○ ○ ○外

○
○

ｇ中学校 1台 □
ｈ中学校 1台 □
ｉ中学校 1台 ○
ｊ中学校 2台 ○ ○
ｋ高校 2台 ○ ○

○外
○

ｍ高校 2台 ○外 ○外
神大中等校 4台 ○ ○ ○ 校舎3階
奈女大中等校 2台 ○ ○外
明石高専 3台 ○外 ○ 学生寮

学生寮
図書館横(外)

ｌ高校 4台 △ ○外

学校名 設置台数
配置場所

ｆ中学校 2台

奈良高専 3台 ○
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図表 2-10 「学校の危機管理マニュアル作成の手引」（平成 30年 2月 文部科学省）（抜粋） 

3章 個別の危機管理 

3-1 事故発生時の対応の基本 

  1 （略） 

  2 登下校時及び校外活動時における事故等発生時の留意点 

    （中略） 

   〈事前の対策〉 

    （中略）校外でマラソン大会を行う場合や部活動で遠征する場合など、ＡＥＤを使用する

ことが考えられる場合は、事前に設置箇所を確認し、必要に応じて活動場所に持参するなど

の対応が必要です。また、使用方法等について教職員間で確認しておく必要があります。 

 

図表 2-11 校内でＡＥＤを運動の場面に移動させている取組 

（奈女大附属小） 

水泳の授業時（6 月～8 月）にＡＥＤを職員

室からプールに移動 

 

 

 

 

 

 

 

（注）当局の調査結果による。 
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図表 2-12 「自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の適切な管理等の実施について（注意喚起及び関係団

体への周知依頼）」（平成 21年 5月 29日付け各国公私立大学事務局、各国公私立高等専門学

校事務局、各都道府県・指定都市教育委員会総務課等宛て文部科学省スポーツ・青少年局学

校健康教育課事務連絡）の別紙（抜粋） 

ＡＥＤの設置者等が行うべき事項等について 

 

1. 点検担当者の配置について 

ＡＥＤの設置者（ＡＥＤの設置・管理について責任を有する者。施設の管理者等。）は、設置し

たＡＥＤの日常点検等を実施する者として「点検担当者」を配置し、日常点検等を実施させて下

さい。 

なお、設置施設の規模や設置台数等から、設置者自らが日常点検等が可能な場合には、設置者

が点検担当者として日常点検等を実施しても差し支えありません。点検担当者は複数の者による

当番制とすることで差し支えありません。 

また、特段の資格を必要とはしませんが、ＡＥＤの使用に関する講習を受講した者であること

が望ましいです。 

 

2. 点検担当者の役割等について 

ＡＥＤの点検担当者は、ＡＥＤの日常点検等として以下の事項を実施して下さい。 

1) 日常点検の実施 

ＡＥＤ本体のインジケータのランプの色や表示により、ＡＥＤが正常に使用可能な状態を示

していることを日常的に確認し、記録して下さい。 

なお、この際にインジケータが異常を示していた場合には、取扱説明書に従い対処を行い、

必要に応じて、速やかに製造販売業者、販売業者又は賃貸業者（以下「製造販売業者等」とい

う。）に連絡して、点検を依頼して下さい。 

2) 表示ラベルによる消耗品の管理 

製造販売業者等から交付される表示ラベルに電極パッド及びバッテリの交換時期等を記載

し、記載内容を外部から容易に確認できるようにＡＥＤ本体又は収納ケース等に表示ラベルを

取り付け、この記載を基に電極パッドやバッテリの交換時期を日頃から把握し、交換を適切に

実施して下さい。 

なお、今後新規に購入するＡＥＤについては、販売時に製造販売業者等が必要事項を記載し

た表示ラベルを取り付けることとしています。 

3) 消耗品交換時の対応 

電極パッドやバッテリの交換を実施する際には、新たな電極パッド等に添付された新しい表

示ラベルやシール等を使用し、次回の交換時期等を記載した上で、ＡＥＤに取り付けて下さい。 

 

3. ＡＥＤの保守契約による管理等の委託について 

ＡＥＤの購入者又は設置者は、ＡＥＤの販売業者や修理業者等と保守契約を結び、設置された

ＡＥＤの管理等を委託して差し支えありません。 
（注）下線部分は、原文に付されているものである。 
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図表 2-13 「ＡＥＤの適切な管理等の実施に係るＱ＆Ａ」（厚生労働省ウェブサイト）（抜粋）  

・日常点検について  

 Ｑ7～Ｑ8 （略） 

Ｑ9 インジケータの確認は、毎日、行わなければなりませんか。  

Ａ ＡＥＤは本体にプログラムされた自己診断機能により、毎日、毎週、毎月のサイクルで機能

チェックを行なっていますので、点検担当者は、取扱説明書に従い日常的に、その結果を確認

して下さい。 

ただし、設置された施設や事業所の休日などで、ＡＥＤを使用しないことが明らかな時には、

点検を実施しなくても構いません。設置場所などを十分考慮の上、適切に点検を行なって下さ

い。 

 

図表 2-14 「ＡＥＤの点検、ここがポイント」（厚生労働省ウェブサイト）（抜粋） 

耐用期間の確認 

ＡＥＤ本体の耐用期間は、使用環境、稼働時間や使用回数などを考慮し、製造・販売会社が設定

しています。 

耐用期間はＡＥＤの添付文書、取扱説明書に記載されていますので、必ず確認しておきましょう。 

 

図表 2-15 ＡＥＤの日常点検が未実施又は不十分な事例 

学校名 台数 事例の内容 発生原因 

奈良高専 3台 

点検担当者が定められてお

らず、日常点検を未実施 

 文科省 21年通知を不承知 

点検担当者の設置や日常点検の必要性を認識していな

かった。 

ｉ中学校 1台 

e小学校 1台 

ｊ中学校 2台 

ｆ中学校 1台 

ｋ高校 
1台 

1台 1週間に 1回しか日常点検を

実施していない（取扱説明書上

の点検頻度は毎日）。 

文科省 21年通知を不承知 

日常点検は 1 週間に 1 回が適切と判断。取扱説明書上

の頻度を確認していなかった。 
奈女大付属小 1台 

神大附属小 2台 1か月に 1回しか日常点検を

実施していない（取扱説明書上

の点検頻度は毎日）。 

文科省 21年通知を不承知 

大学から最低 1か月に 1回点検するよう指示があった。 

なお、神大は、「日常点検は 1か月に 1回が適切と判断

し附属学校に指示した。取扱説明書を確認していなかっ

た。」と説明 
神大中等校 4台 

奈女大中等校 2台 

点検担当者が休暇等で不在

時に点検が未実施（令和元年 8

月の点検は 7日間のみ。） 

 文科省 21年通知を不承知 

点検担当者が不在時の対応を取り決めていなかった。 

ｄ小学校 1台 日常点検を実施しているが、

点検結果を記録していない。 

文科省 21年通知を不承知 

記録の必要性を認識していなかった。 ｍ高校 2台 

（合計） 22台 － － 

（注）当局の調査結果による。 
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図表 2-16 ＡＥＤのバッテリ、電極パッドの使用期限を超過している事例 

学校名 事例の内容 契約形態 

ｋ高校 
バッテリの使用期限を 1か月超過（1台） 

電極パッドの使用期限を 5か月超過（1台） 
購入 

ｉ中学校 電極パッドの使用期限を 7か月超過（1台） リース 

（注）1 当局の調査結果による。 

2 超過期間は、当局の調査日現在で算出した。 

本表に挙げたバッテリの使用期限は 4年。電極パッドの一般的な使用期限は 24か月～30か月である。 

 

図表 2-17 バッテリ、電極パッドの使用期限の超過理由 

学校名 超過理由 

ｋ高校 

【バッテリ】 

当該ＡＥＤについては、点検担当者が定められておらず、日常点検を未実施

であったこともあり、使用期限の超過に気付かなかった。 

【電極パッド】 

当該ＡＥＤについては、日常点検を実施し、使用期限が切れることは承知し

ていたが、事務手続の失念のため、交換が遅れている。 

ｉ中学校 

リース業者から学校に新しい電極パッドが送付されていたが、交換担当者が

交換することを失念していた。 

点検担当者が定められておらず、日常点検が未実施のこともあり、7か月間

交換漏れを把握できなかった。 

（注）当局の調査結果による。 

 

図表 2-18 ＡＥＤの耐用期間を超過している事例 

学校名 超過台数 超過期間 契約形態 

明石高専 1台 8年 1か月 購入 

神大附属小※ 1台 4年 8か月 購入 

神大中等校 1台 1年 8か月 購入 

ｆ中学校 1台 1年 5か月 購入 

ｌ高校 1台 10か月 購入 

（注）1 当局の調査結果による。 

2 超過期間は、当局の調査日現在で算出した。 

本表に挙げたＡＥＤの耐用期間は 7年又は 8年で設定されていた。 

   3 ※印のＡＥＤは、調査途中の令和元年 12月に更新済みである。 
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図表 2-19 耐用期間の超過理由 

（注）当局の調査結果による。 

 

図表 2-20 ＡＥＤの耐用期間を表示ラベルにより管理している取組 

（a 小学校）                （d小学校） 

 

（注）当局の調査結果による。 

 

学校名 超過理由 

明石高専 
ＡＥＤに耐用期間が設定され、更新が必要であることを知らなかった。 

ｌ高校 

ｆ中学校 

教委から耐用期間を超過していないＡＥＤを使用するよう指導があったが、Ａ

ＥＤの点検担当者を定めていないなど、耐用期間を管理していなかったため、超

過していることに気付かなかった。  

神大附属小 

神大中等校 

≪神大≫ 

附属学校にあるＡＥＤの耐用期間の管理は大学が行っている。 

附属学校を含む大学施設には、同時期に多数のＡＥＤが導入されたため、耐用

期間満了時点での更新が予算的に困難となり、更新計画等は定めず、可能なもの

から適宜更新を進めていた。 

なお、平成 30年度にＡＥＤの更新計画を策定し、順次更新を進めている。 
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図表 3-1 学校保健安全法（昭和 33 年法律第 56号）（抜粋） 

（危険等発生時対処要領の作成等） 

第二十九条 学校においては、児童生徒等の安全の確保を図るため、当該学校の実情に応じて、危 

険等発生時において当該学校の職員がとるべき措置の具体的内容及び手順を定めた対処要領（次 

項において「危険等発生時対処要領」という。）を作成するものとする。 

2 校長は、危険等発生時対処要領の職員に対する周知、訓練の実施その他の危険等発生時におい

て職員が適切に対処するために必要な措置を講ずるものとする。 

 

図表 3-2 「学校事故対応に関する指針」（平成 28年 3月 文部科学省）（抜粋） 

1 事故発生の未然防止及び事故発生に備えた事前の取組 

(1) 教職員の資質の向上（研修の実施） 

○ 危機管理マニュアルの内容の教職員への周知と訓練を進め、事件・事故災害が発生した際に

は、児童生徒等の安全確保及び応急手当等、全教職員が各学校の危機管理マニュアルに基づく

対応ができるよう備えておくことが必要である。 

(2)～(3) （略） 

(4) 各種マニュアルの策定・見直し 

○ 各学校は、危機管理マニュアルを必ず策定する（学校保健安全法第 29 条で策定が義務付け

られている。）。なお、本マニュアルは、危険等が発生した際に教職員が円滑かつ的確な対応を

図るために作成するものであることから、毎年度、訓練等の結果を踏まえて、絶えず検証・見

直しを行い、実効性のあるマニュアルに改訂する。 

 

図表 3-3 「学校の危機管理マニュアル作成の手引」（平成 30年 2月 文部科学省）（抜粋） 

1章 危機管理マニュアルについて 

 1-1 各学校における危機管理マニュアルの作成について 

  1 学校における危機管理マニュアル作成・見直しの考え方・手順 

   ＜見直し・改善のポイント＞ 

作成した学校独自の危機管理マニュアルは、実際に機能するかどうか訓練等を基に検証し、

定期的に見直し・改善を行う必要があります。（以下略） 

 

図表 3-4 危機管理マニュアルの内容やシミュレーション訓練の必要性に関する有識者の意見 

○ 心停止事故の救命活動を行った者から、「自分が救助できるのか。」、「手順に誤りがないか。」、

「助けられなかったらどうなるのか。」といった迷いがあったとの意見がみられる。こういった

心理的な障壁を無くすためにも、心停止事故発生時にどのような状況になるかリアリティを持た

せることが重要で、シミュレーション訓練を行うことが必要である。 

○ 心停止事故発生時に迅速・的確に対応するためには、対応マニュアルを作成しておくことが必

要であり、対応すべき事項を端的に記載したアクションカード等を活用することが望ましい。 

○ 迅速な対応が求められる救命活動時には、複数の者がチーム（組織力）となって、それぞれの

役割を果たすことが重要になる。この組織力の基になるのが、各人が認識しておくべき「共通理

解事項」を定めたマニュアルであり、シミュレーション訓練である。 

 マニュアルに基づきシミュレーション訓練を行い、その結果を検証することで、これまで想定

できなかった課題が判明し、マニュアルの見直しや改善措置を図ることが重要である。 

○ マニュアルには、心停止事故発生時に行うべきことを定めるだけでなく、どのような方法で行
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② 訓練を通じた気づきや課題を「振り返りシート」に記載し、教職員間で

意見交換を行う。 

＜参考② シミュレーション訓練振り返りシート参照＞ 

③ 上記意見交換結果を踏まえ、必要な改善措置を行う。 

特色 

① 教職員同士の連携に着目し、訓練を実施 

② 事前にシナリオが示されず、参加者はその場で必要な対応を判断して行

動するなど、実践的な形式 

③ 訓練結果を踏まえて、より実践的な危機管理マニュアルへの改訂や、救

命活動時の手順や方法について教職員間での認識の共有が行われている。 

（注）当局の調査結果による。 

 

図表 3-8 シミュレーション訓練により判明した課題と改善措置 

課 題 改善措置 

危機管理マニュアルの

記述が抽象的で分かりに

くい。 

 危機管理マニュアルに、事故現場と職員室で必要な対応をチェックリ

スト形式で記載 

危機管理マニュアルに、ＡＥＤ、担架、保健調査票（児童生徒の既往

歴等が記載）等の配置場所や、非常持出袋内の物品について記載 

 

＜危機管理マニュアルの記載内容＞ 

 

事故時には焦りや混乱

が生じるため、必要な対

応を一目で分かるように

することが必要 

救急発生時に必要な対応を箇条書きにしたものを作成。職員室の壁や

電話横に掲示したほか、職員の名前ホルダー裏面に記載 

 

＜職員室への掲示＞       
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救急車の進入経路等に

ついて教職員間で共有す

ることが必要 

119番通報の手段・内容や救急車の進入経路等について、共通理解事

項として整理 

＜参考③ 救急対応の共通理解事項参照＞ 

緊急時であることを考

慮し、事故対応経過を記

録しやすい様式が必要 

緊急時記録用紙を以下のとおり改訂 

・ 現場で行うべき事項をチェックリスト形式で記載 

・ 迅速に記載できるよう時間のみを記入するものとした。 

＜参考④ 緊急時記録用紙参照＞ 

（注）当局の調査結果による。 

 

参考① シミュレーション訓練実施要項 

シミュレーション訓練について 

学校のどこかで、誰かが突然倒れた、という想定事案に対する模擬訓練を行います。 

① 発生状況について 

スクリーンに約 1分間の動画を上映し、誰が、どこで、どのように倒れるかをお見せしま

す。先生役の方は、この動画を見ることができません。誰に何が起こったかは、職員室に知

らせに来た人（先生・生徒）から情報を得てください。 

② 訓練開始のタイミング 

動画が終了した後、司会者の合図で訓練を開始します。 

③ 生徒役の先生へ 

人が突然倒れて動かないという状況を、生徒が目撃した場合にとるだろう行動や言動を演

じてください。気の利いた感じになりすぎたり、オーバーリアクションでふざけた感じにな

ったりしないように。 

④ 事案発生場所 

視聴覚室を発生場所とします。応援にかけつける場所は視聴覚室なので、間違いないよう

に。 

⑤ 最初に負傷者に接する先生へ 

必ず、反応と呼吸を確認してください。心停止でない場合もあります（司会者が負傷者の

状況を伝えます。）。 

⑥ ＡＥＤ 

いつも保管されている場所に、「訓練用ＡＥＤ」が置いてあります。 

⑦ 救急車の要請 

要請する際、119番にかけるのではなく、所定の番号に実際に電話をしてください。電話

番号は、職員室の電話と、訓練場所に掲示しています。消防スタッフが 119番通報を受けた

時と同様の応対をします。 

⑧ 救急車誘導 

誘導する先生は、視聴覚室（正門と記した場所）に来て、救急隊が声をかけるまで待機し

てください。119番通報後、7分後に救急車が到着します。救急隊がきたら、航空写真上で門

から現場までのルートを指示してください。 

⑨ 保護者連絡 

連絡をする先生は、所定の番号に電話をしてください。 

連絡先が書かれたものは、あるべき場所に置いてあります。 
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⑩ 救急隊への申し送り 

傷病者が倒れた時の状況や、普段の健康状態を救急隊が質問するので答えてください。 

⑪ 訓練終了後のお願い 

訓練終了の合図を司会者がします。職員室にいる先生方も直ちに視聴覚室に集まってくだ

さい。 

⑫ 振り返りシートへの記入 

シミュレーション訓練を見学する先生方は、気づきや改善点などを「振り返りシート」に

メモしながら見学してください。 

訓練に参加した先生方は終了後に記入をお願いします。 

 

グループディスカッションについて 

3つのグループに分けて意見交流します。「振り返りシート」を参考に、先生方の気づきや改善

点など出してください。進行は、各グループの司会役を中心に、記録係の先生は、最後に発表を

していただきます。 

（注）調査対象とした学校が作成した「シミュレーション訓練実施要項」による。 
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参考② シミュレーション訓練振り返りシート 

 

（注）本資料は、Ａ教委が管内の公立学校に示したものである。 

 

参考③ 救急対応の共通理解事項（抜粋） 

事故発生時の対応 

① 救急車の進入は、正門（○門（注：実際は消防署が呼ぶ門の名称を記載））から誘導する。 

② 119番通報は、管理職以外でも通報でき、携帯電話を使用してもよい（名前ホルダーの裏

に 119番通報方法について記載あり）。ただし、通報後は速やかに管理職に報告する。 

③ 緊急時必要であれば、笛（名前ホルダーに付属）を鳴らしたり、緊急校内放送をしたりし

て、現場の人員確保に努める。 
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④ 時系列の記録をしっかり行う（ＡＥＤ、非常持ち出し袋に記録用紙と筆記用具あり）。 

また、必要があれば、現場の写真を撮っておく。 

⑤ 救急隊への情報伝達は、保健調査票を活用し、既往歴やアレルギーなどを伝える。 

⑥ 職員室（職員本部）と事故現場との情報共有を速やかにしっかりと行う。 

⑦ ＡＥＤを取り出した後は、ＡＥＤ ＢＯＸの扉を開けたままにしておく（警告音が鳴り続け

緊急事態であることを周りに知らせることができるため。）。 

（注）調査対象とした学校が作成した「救急対応の共通理解事項」による。 

 

参考④ 緊急時記録用紙 

 
（注）調査対象とした学校の提出資料による。 
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図表 3-9 Ａ教委管内の学校におけるシミュレーション訓練後の検証により判明した課題 

項目 シミュレーション訓練を通した課題 

ＡＥＤの配置場所 

事故現場にＡＥＤを運搬するのに時間を要したため、配置場所の見

直しを検討する必要がある（8校がＡＥＤの配置場所を職員室から廊

下や玄関に変更）。 

応援要請 

校内放送で応援要請を行うこととしていたが、実際に行ってみると

校内放送では聞こえづらく、分かりにくかった。迅速に多くの教職員

を事故現場に集めるため、校内放送以外の応援要請の方法を検討する

必要がある。 

心肺蘇生・ＡＥＤの使用 

・ ＡＥＤの電源を入れないまま服を脱がせたりしていたため、ＡＥ

Ｄの電源を入れるのが遅かった。 

・ 女子の場合は、タオルをかけるなどの工夫が必要 

他の児童生徒対応 

・ 児童生徒に教職員の応援要請やＡＥＤの運搬等をさせるかどうか

検討する必要がある。 

・ 児童生徒を事故現場に残したままにすると、動揺するため移動さ

せる必要がある。 

（注）当局の調査結果による。 
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図表 3-10 「体育活動時等における事故対応テキスト～ＡＳＵＫＡモデル～」(さいたま市教育委員

会 平成 24年 9月 30 日)（抜粋） 

－53－



 

－54－
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図表 3-11 プールに電話を設置し、迅速な連絡を可能としている取組 

（大教大池田小） 

内線と外線が使用できる電話をプールに設置 

 

 

 

 

 

 

 

（注）当局の調査結果による。 
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図表 3-12 学校保健安全法（抜粋） 

（学校安全計画の策定等） 

第二十七条 学校においては、児童生徒等の安全の確保を図るため、当該学校の施設及び設備の安

全点検、児童生徒等に対する通学を含めた学校生活その他の日常生活における安全に関する指

導、職員の研修その他学校における安全に関する事項について計画を策定し、これを実施しなけ

ればならない。 

 

図表 3-13 「応急手当の普及啓発活動の推進に関する実施要綱」（平成 5 年 5 月 30 日付け消防救第

41号都道府県知事宛て消防庁次長通知）（抜粋） 

4 住民に対する普及講習の種類 

(1） 住民に対する標準的な講習は、次に掲げるものとし、そのカリキュラム、講習時間等について

は別表 1、別表 1の 2、別表 1の 3及び別表 2のとおりとする。 

講習の種別 主な普及項目 

普通救命講習 

Ⅰ 心肺蘇生法（主に成人を対象）、大出血時の止血法 

Ⅱ 
心肺蘇生法（主に成人を対象）、大出血時の止血法 

(注)受講対象者によっては、小児、乳児、新生児に対する心肺蘇生法とする。 

Ⅲ 心肺蘇生法（主に小児、乳児、新生児を対象）、大出血時の止血法 

 （以下略） 

(2) (略） 

 

別表１ 普通救命講習Ⅰ 

１ 到達目標 1 心肺蘇生法(主に成人を対象)を、救急車が現場到着するのに要する時間程

度できる。 

2 自動体外式除細動器（ＡＥＤ）について理解し、正しく使用できる。 

3 （略） 

（中略） 

備考 

1 2年から 3年間隔での定期的な再講習を行うこと。 

2 e-ラーニングを活用した講習や普及時間を分割した講習を可能とする。 

3 （略） 

  

別表 1の 2、別表 1の 3及び別表 2 （略） 
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図表 3-14 心肺蘇生、ＡＥＤの使用に関する一般的な研修内容 

 

（注）東京消防庁のウェブサイトによる。  
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図表 3-15 調査した学校における実技研修の実施頻度（平成 28年度以降） 

開催頻度等 学 校 

毎年実施 19校 

 

学校が実施 国立大学附属学校 6校、明石高専、公立 9校 

学校が各教員に個別に実施 公立 1校 

校長会が実施する研修に参加 公立 2校 

2年に 1回、学校で実施 1校（奈良高専） 

定期的に実施していない（29年度のみ実施） 1校（公立 1校） 

（注）当局の調査結果による。 

 

図表 3-16 3年以内に未受講の教員が発生している 12校における教員の研修受講状況                   

（単位： 人、％） 

学校名 
全教員数 

全教員のうち受講
間隔を確認できた
教員     （a） 

a のうち 3 年以内に
未受講の教員 

  （b） 

3 年以内に未受講の
教員の割合 

     （b／a） 

 うち 
非常勤 

 
うち 
非常勤 

 
うち 

非常勤 
 

うち 
非常勤 

奈良高専 110 35 33  1 31  1 93.9 100.0 

明石高専 68 6 46  0 26  0 56.5     0 

ｋ高校 69 12 69 12 33  9 47.8  75.0 

奈女大附属小 32 14 32 14 12 12 37.5  85.7 

大教大平野中 28 9 28  9  9  9 32.1 100.0 

ｍ高校 54 5 54  5 17  5 31.5 100.0 

ｌ高校 103 21 99 17 27  7 27.3  41.2 

神大中等校 66 14 66 14 15 14 22.7 100.0 

ｊ中学校 51 9 51  9  8  8 15.7  88.9 

ｅ小学校 30 2 21  0  2  0  9.5     0 

神大附属小 27 6 26  5  2  2  7.7  40.0 

大教大池田小 28 3 28  3  2  2  7.1  66.7 

合 計 666 136 553 89 184 69 33.3 77.5 

（注）当局の調査結果による（令和元年 9月 30日時点）。 

 

図表 3-17 3年以内に未受講の常勤教員が発生している理由 

学校名 理  由 

奈良高専 

 研修の受講を最優先の業務に位置付けていない。 

教員は、業務多忙であること、研修時間（3 時間）が長いことから、研修の受講

が低調（研修対象者の受講率は約 3％）である。 

明石高専 
研修の受講を最優先の業務に位置付けていない。 

教員は、業務多忙のため、受講が低調（研修対象者の受講率は約 30％）である。 

ｋ高校 
研修の受講を最優先の業務に位置付けていない。 

研修は、教員と生徒が合同で実施しているため、生徒と一緒に受講することを敬
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遠していると思われる。 

また、3年に 1回の受講を求めているが、教員の受講履歴を管理しておらず、個

別に受講指示は行っていない。 

ｌ高校 

研修の受講を最優先の業務に位置付けていない。 

教員の中には、①過去に受講したことがある、②授業で心肺蘇生法等を教えてい

るため、受講不要と判断している者がいると思われる。 

ｍ高校 

定期的に研修を実施することとしていない（新しいＡＥＤを導入した平成 29 年

度を除き未実施）。 

心停止事故発生時は、全教員の約 3割を占める保健体育科教員及び養護教諭が対

応することになり、これらの教員等は、学校外で研修を受講済みと聞いているため

である。 

ｅ小学校 
校長会主催の研修に各教員を 3年に 1回参加させるよう求められているが、各教

員の受講履歴を把握しておらず、3年に 1回の研修対象者から漏れた。 

神大中等校 3 年以内に未受講の教員は、短時間勤務であるため、研修への参加が困難である。 

（注）当局の調査結果による。 

 

図表 3-18 学校による実技研修の開催方法が不適切な事例 

Ｂ教委管内の校長会は、毎年、小学校及び中学校の教員を招集し、実技研修を実施している。 

学校に対しては、各教員が 3年に 1回のサイクルで参加するよう求めているが、研修の定員は、

小学校及び中学校の全教員数の 2 割程度でしか設定しておらず、さらに、令和元年度の受講者数

は、定員の 8割程度となっている。 

Ｂ教委は、当該研修の実施方法を校長会に委ねており、研修会の参加者数の設定状況や参加実績

等を把握していなかったとしている。 

（注）当局の調査結果による。 

 

図表 3-19 教員に応急手当普及員の資格を取得させている取組 

1 大教大 

児童生徒の安全確保のため、附属学校の全教員に対し、可能な限り応急手当普及員の資格を取

得するよう働きかけている。附属学校では、同普及員が実技研修の講師を担当している。 

2 Ｃ教委 

初めて教頭になる者に応急手当普及員の資格を取得させ、学校の安全管理に関する中心的な役

割や教員への実技研修の講師を担当させている。 

3 奈女大附属小 

実技研修の講師を担当させるため、教員に応急手当普及員の資格を取得させている。 

（注）当局の調査結果による。 
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図表 4-1 「ＡＥＤの適正配置に関するガイドライン」（抜粋） 

2. ＡＥＤ設置が求められる施設 

【ＡＥＤの設置が推奨される施設（例）】 

①～⑧ （略） 

⑨ 学校（幼稚園、小学校、中学校、高等学校、大学、専門学校等） 

   学校における心停止は、児童・生徒等に限らず、教職員、地域住民などの成人も含め一定頻

度発生している。 

   （略） 

 学校における突然の心停止の多くは、体育の授業やクラブ活動で、ランニングや、水泳など、

運動負荷中に発生しており、運動場やプール、体育館のそばなど、発生のリスクの高い場所か

らのアクセスを考慮する必要がある。さらに、施設が生徒や住民に開放されている土日祝日や

夜間でも、こうした運動場、体育館や学童保育で使用できるように配慮することが望ましい。 

 

3. ＡＥＤの施設内での配置方法 

（1） （略） 

（2） ＡＥＤの配置場所が容易に把握できるように施設の見やすい場所に配置し、位置を示す掲

示、あるいは位置案内のサインボードなどを適切に掲示することが求められる。 

 

 

図表 4-2 財団全国ＡＥＤマップ 
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